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Ⅰ 検証の経緯 

１ はじめに 

平成２３年１０月２２日、名古屋市名東区で中学２年生の児童が実母の交際男性に

よる児童虐待によって尊い生命を落とした。名古屋市では児童相談所が関与した虐待

死亡事例だけでも、過去１０年に６名の子どもが生命を落としている。さらに児童相

談所が関与していないケースであるが、昨年中区内において６か月の乳児が亡くなっ

ており、実に痛ましい事態である。 

名古屋市は、児童虐待での死亡事例が発生するたびに検証などの方法で二度とこの

ような悲劇を起こしてはならないと見直しをしてきた。名古屋市だけでなく、各区単

位でも検証を行ってきた。しかし、それらが現場で活かされていない状況であるため、

児童虐待の死亡事例を再度引き起こしてしまった。 

ここに再度、児童虐待重篤事例の根絶を目指して、検証を行うものである。 

 

２ 検証委員会設置の経緯 

児童虐待の防止等に関する法律第４条第５項は、児童がその心身に著しく重大な被

害を受けた児童虐待事例について、地方公共団体に対し、児童虐待の予防及び早期発

見、児童のケア並びに保護者の指導・支援のあり方、学校や児童福祉施設の果たすべ

き役割など分析・調査研究・検証を義務づけている。さらに厚生労働省は、児童虐待

死亡事例等の検証について実りあるものにするべく、平成２０年３月１４日付けで「地

方公共団体における児童虐待による死亡事例等の検証について」と題する通知を出し、

平成２３年７月２７日にはその一部改正を通知している。 

本検証委員会も、繰り返される虐待死亡事例を重く受け止め、今後二度と児童虐待死

亡事案を発生させないために、関係機関や関係者のヒアリングを実施し、委員間での

情報の共有と認識についての活発な論議を重ねるなど、緊急かつ徹底的に踏み込んだ

検証を実施した。 

とりわけ検証報告書が今後の研修としても生かされるように、本事例の経過を詳細に

まとめ（時系列表）、徹底した検証の結果を具体的に指摘するよう努めた。児童虐待防

止にかかわる関係機関すべてがこの報告書を基にして、子どもの生命を守るために

我々は何をするべきかを常に考えていただきたい。 

 なお、本検証は、児童虐待の再発防止策を検討するためのものであり、特定の組織

や個人の責任の追求、関係者の処罰を目的とするものではないことを付言する。 
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Ⅱ 検証の方法 

１ 児童相談所及び関係機関の記録、関係書類の精査により当該事案への対応の事実確

認を行った。 

２ 以下のヒアリングを実施し、事実関係の確認を行った。 

・児童相談所  平成 23年 12月 15日  10時から正午 

平成 23年 12月 22日   9時から 12時 50分 

平成 24年 1月 13日  16時から 17時 

・区役所    瑞穂区役所 平成 24年 1月 10日 9時 30分から正午 

名東区役所 平成 24年 1月 24日 9時 30分から 11時 15分 

・学校     B小学校 平成 24年 1月 17日   14時から 18時 50分 

D中学校 平成 24年 1月 24日   10時から正午 

C中学校 平成 24年 1月 25日  10時から 12時 30分 

・瑞穂警察署  平成 24年 1月 17日 10時から正午 

  ・母方祖母及び伯母 平成 24年 2月 28日  9時 30分から 11時 

３ 検証報告書提出後、一定期間後に提言内容の取組状況についてフォローアップを実

施する。 

 

Ⅲ 事例の概要 

１ 概要 

平成２３年１０月２２日午前６時３０分頃、実母から１１９番通報。実母の交際男

性が本児の頭部及び胸部を蹴ったとして、本児が心肺停止状態で病院に搬送される。

同日午前９時４２分、本児の死亡確認。 

実母の交際男性は、同日名東警察署に任意同行ののち、傷害罪で緊急逮捕され、同

年１１月１１日に傷害致死罪で起訴された。 

平成２４年３月８日、名古屋地方裁判所において懲役８年６月の判決が下された。 

 

２ 背景 

本ケースは、平成２０年９月にネグレクトケースとして名古屋市中央児童相談所に

通報されて以来、児童相談所がその後継続的に家族に関わりを持ってきたケースであ

る。児童相談所は、本児及び弟を２度にわたりいずれもネグレクトとして一時保護し

た。その後、平成２３年６月からは実母の交際男性からの身体的虐待として児童相談

所に対応が求められていながら、実母の交際男性が本児らに対する体罰について反省

を示したことで一時保護を含む適切な対応をとらなかったため最悪の事態を招くに至

ったものである。 

 

 



 

3 

 

 ３ 世帯構成 

○本児 １４歳 中学２年生 

○実母 ３８歳 無職        

○実母の交際男性 ３７歳 無職 

【別居】 

○弟・祖母・曾祖母 

 

４ 世帯の経過の概要 

日       付 経過の概要 

平成８年１０月８日 実母・実父結婚 

平成９年４月２３日 本児誕生（実母２３歳） 

平成１１年８月１６日 弟誕生（実母２５歳） 

平成１４年４月２２日 実母・実父離婚。母方祖母・実母・本児・弟が祖母宅に

て同居開始。 

平成２２年６月２２日 実母・本児・弟が祖母宅から瑞穂区内のアパートに転居。

実母・本児・弟・実母の交際男性が同居。 

平成２３年９月３０日 実母・本児・実母の交際男性が瑞穂区から名東区へ転居。

実母・本児・実母の交際男性が同居。弟は、祖母宅に祖

母と同居。 

 

５ 事例の経緯と関係機関の対応 

   本事例では、児童相談所は４期にわたり相談を受けている。相談開始時期と契機は

以下のとおりである。 

１期：平成２０年９月に市民からのネグレクト通告を受け児童相談所が対応。 

２期：平成２１年４月に小学校からのネグレクト通告を受け児童相談所が対応（一

時保護）。 

３期：平成２３年１月に実母の入院による相談により児童相談所が対応（一時保護）。 

４期：平成２３年６月に中学校からの身体的虐待の通告により児童相談所が対応。 

   

 以下、期毎に分け、時系列に事実及び対応状況を整理した。 

なお、表中の※部分は、検証委員の意見である。 

   表に記載の内容は、関係機関提出書類及び関係機関等のヒアリングによって得た情

報をもとに作成したもの。 
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① －１ 第１期の相談経過 
年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
19年
9月
21日 

  
 

瑞穂区役所 
主任児童委員から
ネグレクトの可能
性有との通報。 
 
※ 児童相談所に

情報提供をす
べきである。 

 
※ ネグレクトに

対して児童の
生命に関わる
という危機感
を持つべきで
ある。 

 

平成
20年
1月 
9日 

  
 

瑞穂区役所 
主任児童委員から
情報を聴取。 
 
※ 児童相談所に

情報提供をす
べきである。 

 
※ ネグレクトに

対して児童の
生命に関わる
という危機感
を持つべきで
ある。 

 

平成
20年
9月
12日 

 市民から実母による
虐待通告。（「ご飯を
食べさせてもらえて
いない」、「夏でもト
レーナー、ズボンは
ボロボロ」、「身体も
汚れ臭い」、「ランド
セルからゴキブリ」、
「母親が夜間不在」） 

B 小学校から聴取。
祖母が非常に頑張っ
て養育されていて、
母が養育に関与でき
ていないということ
は把握していたが、
学校としては問題の
ない家庭と捉えてい
た。 

緊急受理会議開催 
児童相談所として家
族歴・保護者の前歴
などの情報の把握す
ることなく、小学校
と通告者の認識にズ
レが見られることか
ら、B 小学校から実
情を把握し対応を協
議することとした。 

 
  



 

5 

 

年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  ※ 家庭の背景を把
握 すべき であ
る。 

 
※ 小学校と通告者

の認識にズレが
見られる場合に
は、十分な検証
を行うべきであ
る。 

   

平成
20年
9月
22日 

   瑞穂区役所 
主任児童委員から
聴取。特に環境が
悪化したとは思わ
ないとのこと。 

 

平成
20年
9月
26日 

 B小学校訪問。 
親族の支援を受けて
養育されており、心
配される状況ではな
いことから助言指導
とする旨確認。 

B小学校 
児童相談所が学校訪
問。母の養育能力不
足があるも、祖母と
伯母の支援があって
本児らは元気である
ことを報告。 

  

平成
20年
9月
29日 

 虐待防止班チーム会
議開催。 
親族の支援を受けて
養育されており心配
される状況ではない
ことから助言指導と
する旨確認。 
 
※ 通報以前の家庭

の問題点、特に
母の養育能力不
足が指摘されて
いるのであるか
ら、母に関する
情報をもっと調
査 してお くべ
き。 

   

平成
20年
10月
1日 

 援助方針会議開催。 
上記方針を承認。 

   

平成

20年

11月

28日 

母親、Ｅクリ
ニック受診。
１か月平均
2.5 回 の 通
院。症状：不
安障害・うつ
状態。 

    

  

① －２ 第１の相談における課題（ネグレクト）＜情報収集力と見立てる力の向上＞ 

平成１９年９月２１日・平成２０年１月９日と２回も主任児童委員からネグレクトの可

能性ありとの通報を瑞穂区役所は受けている。瑞穂区役所は児童相談所に情報提供をして

いない。ネグレクトが子ども期の生命にかかわるという危機意識がなかったからであろう

か。 

１回目の通報から１年後に今度は市民から実母によるネグレクトの通報が児童相談所に
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入った。子ども達の状況は、「夏でもトレーナー、ズボンはボロボロ」「身体も汚れ臭い」「ラ

ンドセルからゴキブリ」「母親が夜間不在」といった具体的な情報であった。児童相談所は 

小学校から情報収集をして緊急受理会議、虐待防止班チーム会議を開く。祖母、伯母など

親族の支援を受けて養育されており、心配される状況ではないと助言指導で対応していく

方針を援助方針会議で承認した。この時に区役所と児童相談所の連携が取れていれば、継

続的なネグレクトであることが浮かび上がったはずである。 

母親がネグレクトしている理由（職業、経済状況、生活状況、精神的な健康度、養育能

力、援助できる人間関係）や子どもへの養育状況（食事、洗濯、入浴、学校への持ち物、

など生活の様子、困ったときの対処の仕方）など児童相談所が母親の養育の実態を調査し

明らかにする努力をしていれば、危機意識を持たざるを得ず、最初のボタンをかけ間違う

ことがなかったのではないか。そして 家族の人間関係と歪み、実母についての成育歴な

どを明らかにし、家族診断、リスクアセスメントをしてケース見立てができていれば、こ

の家庭の実情に合った援助方針ができたと思われる。このケースは、最初の時点から児童

相談所は関係機関との連携による情報収集ができておらず、しかもケースを見立てる力量

がなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

7 

 

② －１ 第２期の相談経過 
年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
21年
4月
15日 

母親、Ｅクリ
ニック受診
継続。 

 B小学校 
弟が担任へ、昨晩は
誰も帰らず、朝ごは
んは食べずに学校に
来たと話す。祖母と
伯母を学校に呼んで
事情を聴く。 

  

平成
21年
4月
17日 

 B 小学校から虐待通
告（ネグレクト）。 
祖母に連絡し、状況
確認。 
祖母は一時保護を希
望。実母は、帰って
来ない日が多く、居
所を知らないとのこ
と。母は強度のうつ
状態である。母が祖
母と伯母に感謝をし
ないので、祖母も伯
母もいやになり、殊
に祖母は曾祖母の介
護もあるので、子ど
もたちを一時保護し
てもらって体を休め
たいというほど疲れ
ている。 

緊急受理会議開催。 
保護者や小学校から
実情把握し対応を協
議する方針。 

B小学校から聴取。 

家庭訪問実施。 
本児・弟・祖母と面
接。 
母はほとんど帰宅せ
ず、帰った時には極
端に可愛がるが、出
ていくとほったらか
しにする。 
一時保護について説
明し、辛くて見てい
られない時には児童
相談所へ相談するよ
う助言。 
 
※ この家庭の家族

病理について積
極的な情報収集
を行うべきであ
る。特に母のう
つ状態の情報を
得ているのであ
るから、今後ネ
グレクト状態が
深刻になり得る
ことを視野に入
れ た調査 が必
要。 

B小学校 
上記の内容を児童相
談所に通告。 
祖母から児童相談所
に通報して欲しいと
依頼有り。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

   
※ 児童相談所の方

針に一貫性がな
い。 

 
※ 実母の養育能力

が 大きく 不足
し、支援してき
た親族が疲れて
ＳＯＳを出して
いることが認め
られる。このよ
うな深刻な状況
にある場合は直
ちに一時保護す
べきである。 

 
※ 子どもたちから

も話 を聞くべ
き。 

   

平成
21年
4月
20日 

 B小学校へ連絡。 
家庭訪問の報告。 
実母に電話、応答な
し。 
 
※ 電話だけでなく

家庭訪問により
現状を把握すべ
きである。 

 
※ ここで一時保護

し、母と面接し
てより具体的に
問題を把握して
おくべき。 

B小学校 
児童相談所から家
庭訪問の報告。児
童相談所の担当児
童福祉司より、家
庭訪問結果の報告
の電話があった。
「母親不在で、祖
母と話をすること
ができた。学校を
変わることもなく
一時保護をするこ
ともあると祖母に
伝えた。基本は家
でお願いする。担
当児童福祉司 2 名
がリーフレットを
置いてきた。学校
から母親の連絡先
を聞いたと言って
母親に連絡をす
る。祖母には、児
童相談所の判断で
家庭訪問してもら
ったといって良
い。」との内容。 

  

平成
21年
4月
22日 

 実母に電話、応答な
し。 

   

平成
21年
4月
24日 

 祖母に電話、応答な
し。 

   

平成
21年
4月
27日 

 祖母から連絡。 
生活状況を確認す
る。 
※ 家庭訪問により

現状を把握すべ
きである。 

   



 

9 

 

年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
21年
4月
28日 

  B小学校 
児童相談所から電
話で連絡（児童相
談所記録にはな
い）。祖母に一時預
かり可能で転校不
要と話したら安心
したとのこと。 

  

平成
21年
6月
11日 

 祖母・伯母が来所し、
面接実施。 
実母は夜間不在だ
が、昼間に帰宅し、
スーパーの弁当やパ
ンなどを本児・弟の
食事として用意して
いるとのこと。月３
回から４回帰れない
時があるが、祖母か
ら実母に子どもたち
の食事の用意の依頼
についてメールがあ
るとのこと。 
  
※ このような深刻

な状況にある場
合は直ちに一時
保護すべきであ
る。 

 
※ 家庭訪問により

現状を把握すべ
きである。 

B小学校 
児童相談所から連
絡。 
実母に話をしても
事実を引き出せな
いどころか、反発
されることが考え
られるとのこと。
祖母は施設入所も
考えたが、これが
ベストではない。
一時保護も考えら
れる。区役所の民
生子ども係（ショ
ートステイ）にも
つないでおいた。
区役所に出向いて
相談している。 

  

平成
21年
6月
21日 

 6月 21日記入の「在
宅支援アセスメン
ト」：10 項目に「心
配」のチェックあり。
母の薬物依存、攻撃
的性格、衣食住の世
話をしない、養育問
題の自覚がない、親
(祖母)との対立など 
その結果、定期的な
ケース会議の必要性
は「無」。本家族に必
要なサービスは「シ
ョートステイ、親へ
の生活指導、モニタ
リング」。 
 
※ 児童相談所の本

事例の重症度の
判定にズレがあ
る。 
 

※ ネグレクトに対
して児童の生命
に関わるという
危機感を持つべ
きである。 

   

平成
21年
6月
22日 

この頃、祖母
が家を出る。
（児童相談
所を動かす 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

 ために、祖母
と伯母がと
った手段） 

    

平成
21年
6月
23日 

母が暴れた
ため、曾祖母
介護保険施
設に入所。 
祖母は伯母
の家に避難。 
本児・弟は 2
人で生活。 

6月 23日記入「一時
保護検討のリスクア
セスメント」 
の結果は「レベル２
（集中的援助）」 

 
※ 保護者（同居人）

の性格的問題と
して「よく怒
る」、薬物依存な
どの問題、家
族・同居者間の
不和、養育態度
不適切、家事能
力不足を問題点
として指摘して
いるので、母を
保護者と認識し
ている。そうで
あれば、「⑤虐待
が繰り返される
可能性は高い」
の領域で、「複数
の通告」「保護者
に虐待の認識・
自覚なし」「児童
相談所方の援助
に対し拒否的、
改善が見られな
い」「保護者に精
神疾患が疑われ
る」などの項目
にチェックが付
き、「レベル３
（一時保護を検
討）」の判定にな
ると思われる。 

 
※ 児童相談所の本

事例の重症度の
判定にズレがあ
る。 

   

平成
21年
6月
26日 

   瑞穂区役所 
主任児童委員に見
守り依頼。 
 
※ 漠然とした依

頼ではなく、依
頼の趣旨を明
確に示し、情報
共有のための
関係者会議を
予定すべきで
ある。 

 

平成
21年
7月
15日 

 ※ 児童相談所は６
月１１日以降、
全く情報を収集
していない。 

B小学校 
19 時頃伯母から学
校に電話。「6/22頃
祖母が家を出た。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  なぜこの家族を
放置しておける
のか。 

 
※ この家庭の家族

病理について積
極的な情報収集
を行うべきであ
る。 

 
※ ネグレクトに対

して児童の生命
に関わるという
危機感を持つべ
きである。 

 

所在は言えない。
このことは児童相
談所にも伝えた。
自分も仕事を始め
た。11時から 19時
は仕事で、電話が
あっても出られな
い。この先困った
ことがあれば児童
相談所に連絡して
欲しい」とのこと。
（学校の記録あ
り） 
この電話の少し前
に母が家で暴れた
という話をきいた
との記録はある
が、学校が何らか
の対応をしたとい
う記録はない。 
 
※ 養育の主力であ
る祖母が家を出てい
るのであるから、す
ぐに情報を児童相談
所に報告すべきであ
る。 

  

平成
21年
7月
17日 

 B 小学校から連絡。
（学校の記録あり。
その後は8月13日ま
で学校の記録なし。） 
 
※ ネグレクトに対

して児童の生命
に関わるという
危機感を持つべ
きである。 

※ 養育の主力であ
る祖母が家を出
たとの情報があ
ったのであるか
ら、すぐに家庭
訪問して子ども
たちの状況を把
握し、一時保護
を すべき であ
る。 

 
※ 同日中に祖母や

伯母に連絡をと
るべきなのに、
とっていない。 

 
※ 夏休みに入る前

に、状況を確認
して、一時保護
すべきである。 

B小学校 
学校から児童相談
所担当児童福祉司
に電話をした。「児
童相談所が民生委
員に依頼して、家
の様子を廊下から
見てもらったが変
わった様子はな
い。祖母伯母に連
絡をとって状況を
確認するとのこ
と。 

  

平成
21年
8月 
7日 

 祖母から児童相談所
に電話。昨日、実母
が暴れて、身の危険
を感じて曾祖母を介
護保険施設に入所さ 

 瑞穂区役所 
祖母と伯母が区役
所へ来所（ここま
でしないと、児童
相談所は何もして 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  せ、祖母は伯母の家
に避難した。 
 
瑞穂区役所から連
絡。 
祖母・伯母が手当の
相談のため瑞穂区役
所来所。 
 
※ この家庭の家族

病理について積
極的な情報収集
を行うべきであ
る。 

 
※ 児童相談所が全

く動かないこと
が原因である。 

 くれないという伯
母らの判断）。 
手当の振込先を母
から祖母へ変更す
るか停止をとの申
出。 
母の了解を得ずに
変更できないと回
答。 
 
※ 見守り対象家

庭であるので
あるから、形
式的な対応だ
けでなく、何
に困って来所
したのか聞き
とるべき。 

 

平成
21年
8月
10日 

 祖母から電話。 
実母が祖母に暴力を
振うため、6月 23日
に曾祖母は施設に入
所、祖母は身内のと
ころへ避難したとの
こと。本児・弟は二
人で生活している。
実母は、１日に１度
来て、弁当若しくは
1,000 円を置いてい
くとのこと。祖母が
行かない日は、1 食
しか食べていないと
話す。 
実母の薬物の使用歴
についても相談。 
 
※  環境が大きく

変化しているた
め、児童相談所
が対応すべきで
ある。 

 
※ 母の精神的な不

安定さについて
調査し、以後こ
の点に注意を払
って対応すべき
である。 

 
※ 環境が大きく変

化したとの情報
が入ったのは、
7/17 であり、こ
こまで何ら動き
をしていないの
は大問題。 

 
※ 直ちに家庭訪問

を実施して本児
らの状況を確認
し、一時保護す
べきである。 

  祖母から警察
に連絡したと
ころ、母に逮捕
状が発付され
たと言われた
とのこと。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
21年
8月
11日 

 祖母から連絡。 
本児・弟の一時保護
を希望。本児・弟は
満足に食事を摂れて
おらず、室内はゴミ
が散乱し、虫が飛ん
でいる状態である。
夏休みに入り祖母が
週に 2、3回は様子を
見に行き、食事を与
えているが、仕事の
都合と実母と鉢合わ
せる可能性があるた
め毎日行くことは困
難である。 
 
所内協議。 
本児・弟の一時保護
を決定。 
 
家庭訪問。ＣＷより
施設で一時保護の準
備を整えており、3
度の食事と毎日の入
浴、清潔な生活環境
が保障することを説
明した上で、本児ら
の意思を確認した上
で一時保護開始。 
 
※ 一時保護につい

て、子どもに決
定を委ねるよう
な意思確認の仕
方をすべきでは
ない。 

 
※ 一時保護委託決

定通知書の開始
の理由には「食
事を十分に摂れ
ていない。生活
環境が不衛生で
ある」の 2 点が
記されている。
主要な理由「母
が不在で子ども
だけで生活して
いる。保護者の
認識・自覚なし
（希薄であると
書くか）。」を記
すべきである。 

 
※ 一時保護の説明

を祖母から本児
らにさせるのは
問題。児童相談
所が説明すべき
である。 

 
 

区実務者会議 
最初の一時保護
(H21.8.11～8.24）
解除後、要保護（ﾈ
ｸﾞﾚｸﾄの在宅支援）
として実務者会議
で取り扱うケース
となる。 

児童相談所か
ら瑞穂署少年
係に逮捕状が
発付されてい
るのかを問い
合わせている。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
21年
8月
12日 

 緊急援助方針会議。 
一時保護を決定。 
伯母に連絡。 
14日に祖母・伯母と
面接することとす
る。 

   

平成
21年
8月
13日 

 施設訪問 本児・弟
と面接 
子どもだけで生活
し、食事も満足にで
きず、室内も散らか
り洗濯もされていな
かった。改善された
ら帰宅する。 
 
※ 本児らに一時保

護の理由を尋ね
て答えさせる必
要はない。 

 
8月 15日に実母の交
際男性宅に泊まる予
定があったとのこ
と。 
 
※ 実母の交際男性

についての情報
を収集すべきで
ある。 

 
実母から連絡。 
本児・弟の引取りを
希望。 

B 小学校に祖母から
連絡。 
本児・弟は一時保
護中。２学期には
戻ってくる予定と
のこと。 
一時保護前の状況
について報告。 

 児童相談所か

ら瑞穂署少年

係へ電話。 
本児・弟を保護
した旨を連絡。
母より捜索願
が出されたら
瑞穂署より児
童相談所に連
絡する。 

平成
21年
8月
14日 

 伯母に連絡。 
実母の状況を聴取。 
 
実母から連絡。 
本児・弟の引取りを
希望。 
会社を退職し、養育
可能となった。 
祖母・伯母来所 面
接実施 
①保護は匿名の通告
によるもの 
②保護の際には祖母
が同席 
以上二点は母へ伝え
る旨確認する。 
 
母来所 面接実施 
（母の所在が不明だ
ったため、この時点
で初めての面接） 
今回の保護は匿名の
方からの通告があり
対応したものと説
明。 
母は、本児・弟を連
れて帰りたいと主張
するので、自宅の状
況を確認するまでは
帰せないと説明し、 

B小学校 
児童相談所から実母
との面接内容につい
て報告。 

 実母から連絡
があった旨を
南署刑事課に
連絡。 
瑞穂署少年

係に電話。母の
件について祖
母らは南署刑
事課に相談し
たことを連絡。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  後日家庭訪問を行う
こととした。 
 
※ 母は、仕事場につ

いて虚偽の説明
をしており、今
までも仕事をせ
ずに家にも寄り
つかなかったこ
と が推測 され
る。自身の問題
として理解して
い ない母 に対
し、「部屋の片づ
け」という表面
的な作業を、一
時保護解除の条
件として示すの
は疑問。 

 
※ この時点で、本ケ

ースを深刻なネ
グレクト事案と
把握し、安易に
一時保護解除の
方針を立てるべ
きではない。 

 
※ 一時保護につい

ての対応が実に
対症療法であっ
て、一貫した家
庭支援のシミュ
レーション（計
画的な関わり）
につながってい
ない。 

 
※ 実母に対し、一

時保護の理由を
説明して、問題
に直面するよう
促す べきであ
る。少なくとも
緊急避難的な一
時保護などと説
明す べきでな
い。 

 
祖母に連絡。 
実母との面接状況に
ついて説明。 
 
※ 実母の交際男性

についての情報
を収集すべきで
ある。 

   

平成
21年
8月
19日 

 本児・弟と面接。 
本児・弟は入所継続
を希望。 
 
※ 本児・弟が一時保

護の継続を希望 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  している状況で、
一時保護解除の
方針をたてるべ
きではない。 

 
※ 本児らが、転校し

て保護を継続し
てもいいと希望
している意味の
重要性を認識す
べきである。 

   

平成
21年
8月
20日 

 実母から連絡。 
21日に面接し、児童
相談所が家庭訪問し
た上で、帰宅を検討
すると説明。 
 
※ 一時保護につい

ての対応が実に
対症療法であっ
て、一貫した家庭
支援のシミュレ
ーション（計画的
な関わり）につな
がっていない。  

 
※ 母の居場所の確

認、職場の確認、
給与明細、給与
振込の確認、勤
務時間の確認、
いつから働いて
いるかの確認な
どが為されてい
ない。 

 
※ 本件は、部屋が散

らかっているこ
とが問題なので
はない。不合理
な条件設定であ
る。 

B小学校 
児童相談所より学校
に電話 
8/11 日に母親に一
時保護決定書を送付
した 
8/13 に母親から児
童相談所に連絡があ
った。 
8/14 児童相談所か
ら母に対し、匿名の
方から通報と話す。 
8/21 児童相談所が
家庭訪問する。 

  

平成
21年
8月
21日 

 実母来所。家庭訪問。 
実母は眼がうつろで
頬がこけ、眼を合わ
さず、落ち着きない。
8月 14日から食べず
眠らずで部屋の掃除
を行った。県・市営
住宅の申請、生活保
護の申請はする予
定。実母の就労先を
児童福祉司になかな
か伝えられなかっ
た。 
室内が片付けられて
いることを確認し写
真撮影。 

本児・弟と面接。 
本児・弟は、生活状
況が改善されたため
帰宅を希望。 

B小学校 
児童相談所から連
絡。家庭訪問の結
果、本児・弟を帰
す旨の報告。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  

実母に連絡。 
24 日に実 母と本
児・弟との面接を設
定した旨伝える。 
 
祖母に連絡。 
実母と面接後に帰宅
させる可能性が大き
くなったと伝える。 
 
※ この時点で実母

の日常生活に何
らの改善も見ら
れ ないの だか
ら、そもそも一
時保護解除の決
定などすべきで
ない。 

   子どもたちに
生活状況が改善
されたと伝えた
その報告内容自
体が誤り。子ど
もたちの希望で
一時保護を解除
したような形を
つくってはなら
ない。 

 
※ 本児・弟の養育

には、祖母及び
伯母の協力が不
可欠であるた
め、一時保護解
除前に祖母や伯
母に連絡すべき
である。 

 
※ 実母のネグレク

トを改善するた
めに、時間をか
けて実母の指導
をす べきであ
る。 

   

平成
21年
8月
23日 

 実母から連絡。「子ど
もを返してほしい、
眠れなくて辛い、も
う死にたい、全て祖
母が悪い」との訴え
あり。本児・弟の引
取りを希望。 
 
※ 子どもが一時保

護された理由が
分からないと主
張する実母に、
本児らを帰すべ
きではない。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
21年
8月
24日 

 交際相手と実母が、
施設から児童相談所
に到着した本児らを
無理やり奪おうと
し、実母を制しよう
とした児童福祉司の
ところに交際相手が
立ちはだかり、その
すきに実母が本児ら
を車中に連れ込む。 

交際相手は、児童福
祉司に対し、一時保
護したことを非難す
る言動をとる。 

交際相手の要求に従
い、初めに本件に無
関係な交際相手の面
接を行う。 

本児・弟・実母・実
母の交際男性と面接
実施 
実母の生活状況を聴
取。 
今後、来所面接、家
庭訪問など継続的な
指導を行う旨説明。 
 
実母との面接前、実
母の交際男性から一
時保護について抗議
有。実母と交際相手
が強制的に本児・弟
を引き取り。 
 
一時保護解除。 
 
※ 実母の交際男性

についての情報
を収集すべきで
ある。 

 
※ 家庭支援につい

て、一貫したシ
ミュレーション
がで きていな
い。 

 
※ 母・交際相手と

もに攻撃的で社
会性に乏しく、
問題点を反省し
ていないことが
明 白であ るの
に、そのまま本
児らを返してし
まうのは問題。
一時保護解除の
条件について仕
切り直しをすべ
きである。 

 
※ 非常識な行動に 

 瑞穂区役所 
要保護(ネグレク
トの在宅支援)と
して実務者会議で
取り扱うケースと
なる。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

    出てきた交際相
手の存在にもっ
と危機意識をも
つべき。 

 
※ かかる暴挙を理

由に一旦解除を
延期すべきであ
った。 

 
※ 実母の交際男性

を面接の対象者
とすべきではな
い。 

 
※ ここで母親に適

切ではない養育
態度や環境であ
ることが虐待に
なるということ
を指導すべであ
った。 

 
※ 児童相談所は主

導権を持って毅
然とした対応を
取るべきであ
る。このような
対応では子ども
を守ることはで
きない。 

   

平成
21年
8月
25日 

実母から祖
母に電話が
あり、本児ら
を預かって
ほしいと頼
まれた。 

※ 一時保護解除を
祖母にも学校に
も連絡しておく
べき。 

   

平成
21年
8月
28日 

祖母が避難
先から自宅
へ戻り、実母
は家から出
ていった。 

    

平成
21年
9月 
1日 

 祖母から連絡。 
28 日に祖母が避難
先から自宅へ戻り、
実母は家から出てい
ったとのこと。 
 
※ 再度一時保護を

検討すべきであ
る。 

 
※ この時点で、母の

養育能力が著し
く欠けているこ
とが事実経過か
らだけでも十分
確認できると判
断す べきであ
る。 

B小学校 
祖母から連絡。本
児・弟が一時保護
されていたことな
どを話す。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
21年
9月 
4日 

 祖母・伯母来所 面
接実施。 
今後は祖母が本児・
弟を養育する。実母
も了承しているとの
こと。 
祖母が母から養育を
依頼された経緯の聞
き取り。母が出て行
くこと、自由に出入
りできないように鍵
を変えることを条件
として本児・弟を預
かることを同意し
た。 
 
※ 児童相談所とし

てのケースの見
立てが全くでき
ていない。対症
療法だけで対処
しているので、
祖母を子どもた
ちの養育者にす
ることの母親の
同意だけで満足
している。 

 
※ 子どもの安全を

守り健全に育成
する責任者であ
る実母に対して
指導がなされた
感じが見受けら
れない。実母に
その様な能力が
ない場合は児童
相談所が代行す
べきである。 

 
※ 母が祖母に養育

を依頼したこと
で、ネグレクト
の問題がクリア
したと捉えるの
は問題。 

   

平成
21年
9月
15日 

 援助方針会議開催。 
継続指導開始。学校
などを通じて家庭状
況を把握する他、家
庭訪問などを行い経
過を観察する方針。 

実母に連絡。 
今後は祖母が本児・
弟の保護者とする旨
説明し、同意を得る。 
 
援助方針会議資料
（H21.9.14 作成 ） 
「社会診断：一時保
護解除後、祖母が自
宅に戻ったことで、 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  本児らの日常生活は
一定の安定を得るこ
とができることが見
込まれる。しかし、
母の動向次第では、
再び混乱することが
考えられる。」と記さ
れている。 
 
※ 養育者の変更に

ついての方針が
ない。 

   

平成
21年
9月
29日 

母が多量の
睡眠薬を服
用、Ｆ病院に
入院。 

 B小学校 
祖母から学校へ電
話。 
母が薬を多量に飲ん
でＦ病院へ入院。集
中治療室に運ばれた
とのこと。 

 Ｅクリニック
で処方された
睡眠薬を多量
に服用しベン
チで寝ていた
ところを、千種
署員に保護さ
れＦ病院に搬
送された（医療
保護入院）。入
院中の検査で
違法薬物の検
出はなし。 

平成
21年
10月
1日 

 瑞穂区役所から連
絡。 
実母の入院について
聴取。 
 
※ 児童相談所は母

親にも面談せず
入院先にも問い
合わせさえして
いない。家族支
援の姿勢が全く
緩慢である。子
どものことはす
べて祖母任せで
ある。 

 
※ 祖母が本児らの

面倒を見ている
ので、母のこと
は考慮されてい
ない。支援が祖
母任せで、一貫
性がない。 

 
※ 実母と直ちに面

会して実母の精
神状態、養育能
力などを把握す
べきである。 

B小学校 
瑞穂区役所から連
絡。祖母宅の鍵を
変えたと報告。 

瑞穂区役所 
主任児童委員から
実母が入院したと
連絡。 

 

平成
21年
10月
14日 

 ※ もっと定期的に
家庭訪問して本
児らの状況を把
握すべきであ
る。 

B小学校 
本児が糖尿病であ
るとの検査結果を
報告。 
民生委員から電
話。 
母親が本児のところ
に家の鍵を借りにき
た。教務が対応し、 

  



 

22 

 

年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

   母が鍵を持っていっ
たとのこと。 

  

平成
21年
12月
14日 

 本児・弟・祖母来所 
面接実施 
母は、9/29に睡眠薬
を大量服用し入院。
10/1に退院した。 
本児・弟は毎日登校
しており問題ない。
養育が一時的に負担
となったら、ショー
トステイの利用を祖
母に説明。 
 
※ 児童相談所は実

母の入院を知り
ながら 2 ヶ月以
上この家族に接
触していない。
早期に家庭訪問
を行うべきであ
る。 

 
※ 本児・弟から聞き

取りがなされた
た形跡がない。も
っと子どもたち
に直接話を聞く
べきである。 

   

平成
21年
12月
15日 

 瑞穂区役所に連絡。 
ショートステイの相
談があった場合に対
応を依頼。 
 
B小学校に連絡。 
本児・弟の状況を聴
取。 

B小学校 
児童相談所から連
絡。 
祖母や瑞穂区役所
からの情報を報
告。 
児童相談所は、経
過がよさそうなの
で、この件は一旦
締めくくると報
告。 
 
※ 児童相談所は

実母の入院を
知りながら 2
ヶ月以上この
家族に接触し
ていないのに、
一度の面接で
このような結
論を出すべき
ではない。 

  

平成
22年
1月
13日 

    23:40に祖母か
ら本児ともめ
事があり助け
てほしいと 110
番通報。15 分
間対応した。祖
母と本児の喧
嘩。 

平成
22年
1月
23日 

    19:00頃に本児
から祖母に頼
まれて 110 番
通報。祖母と母 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

     が電話で喧嘩
し、母が今から
来ると言った
が、母から暴力
をふるわれる
ので家にいれ
たくない。警察
官 が 訪 れ 、
20:30まで待機
したが母は現
れなかった。 

平成
22年
2月 
8日 

  B小学校 
春日井署から学校
へ電話。母親を逮
捕する。本児・弟
の現在の状況を知
らせて欲しい。（現
状と祖母の名前を
伝えた。逮捕した
時点でまた連絡す
るとのこと。（その
後連絡なし） 

  

平成
22年
2月
25日 

    実母を逮捕、勾
留。 

平成
22年
2月
26日 

   瑞穂区役所 実務
者会議。 
2月 23日に実母が
生活保護の相談に
来所した、その相
談の中で区内の市
営住宅への入所申
し込みをしたと話
していたことを報
告。 
 
※ 実務者会議は

区役所、保健
所、児童相談所
のみの参加で
あるが、実母の
反社会的な生
活を認識する
ためにも警察
の参加を求め
るべきである。 

 

平成
22年
3月 
2日 

 家庭訪問 本児・
弟・祖母と面接。 
室内の状況確認。 
実母は 1 月に交際男
性と喧嘩をしたよう
で、何日か自宅に滞
在。その際に祖母と
口論となり暴力を振
われそうになったた
め、祖母が警察を呼
び、警察が仲裁に入
り、交際男性が迎え
に来て連れて行っ
た。現在実母は警察
の留置施設に勾留さ
れている。このこと 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  は地裁からの勾留通
知で知ったという。 

   

平成
22年
3月 
8日 

実母は春日
井署管内で
逮捕・勾留。
容疑を否認
しており、担
当弁護士か
らは不起訴
の可能性が
大きいとの
回答を受け
ている。 

実母の担当弁護士に
連絡。 
実母は交際男性との
共犯の疑いで勾留中
である。 
 
※ 交際男性がどの

ような人物か調
査すべきである。 

  勾留期限 3.16
の予定 
刑事部副検事 
担当弁護士を
回答 

平成
22年
3月
16日 

    実母不起訴処
分で釈放。交際
男性は覚せい
剤取締法違反
容疑で再逮捕
（懲役 1年 6月 
執 行 猶 予 3
年）。 
 

平成
22年
4月 
7日 

 祖母に連絡。 
実母は不起訴処分と
なり釈放。その後実
母から特に言ってく
ることはないと話
す。本児・弟の生活
が安定しているた
め、母への接触はし
ていない。 
 
※ 実母と直ちに面

会して実母の精
神状態、養育能
力などを把握す
べきである。ま
た、共犯疑いの
交際男性の情報
も 聞き取 るべ
き。 

C 中学校入学。入学
式は祖母が付き添
い。 

  

平成
22年
5月 
6日 

  祖母が養育している
ことにつき配慮を要
する生徒として全職
員に周知（職員会
議）。 

  

平成
22年
5月
28日 

 ※ 世帯の状況につ
いて、情報を把
握すべきであ
る。 

 瑞穂区役所 実務
者会議。 
5 月 6 日に実母が
瑞穂区役所へ電話
し、母子生活支援
施設入所を希望。
翌日に面接の約束
をしたが、来所し
なかったことを報
告。 
C中学校からは、本
児は登校良好。家
庭訪問で祖母と面
接した際に、母も
落ち着いていると
聞いた。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
22年
6月
14日 

   母が区役所に生活
保護の相談にて来
所。 
（祖母と同一世帯
では支給要件を満
たさないと説明。） 

 

平成
22年
6月
21日 

 祖母に連絡。 
本児・弟は毎日登校
している。実母が原
因のトラブルはな
く、土日に実母と本
児・弟が出かけるこ
ともあるとのこと。 

   

平成
22年
6月
22日 

実母・本児・
弟で転居。 

    

平成
22年
6月
25日 

 ※ 子の監護につい
て権限のない祖
母に任せっきり
で問題意識もな
い。６月１４日
の母親の生活保
護相談について
も無関心。 

 

 瑞穂区役所 実務
者会議。 
実母が、生活保護
の相談に来所し、
実母・本児・弟三
人での生活を希望
したが、祖母と同
一世帯では、支給
要件を満たさない
と説明した旨報
告。 

 

平成
22年
7月
16日 

   主任児童委員に見
守り依頼。 
 
※ 主任児童委員

への見守り依
頼では当事者
の困り事、心配
事について聞
く工夫をすべ
きであった。 

 

平成
22年
7月
22日 

 ※ 夏休み前に家庭
訪問して本児ら
の状況を確認す
べき。 

 生活保護の受給開
始。 
実母・本児・弟の 3
人家族。 

 

平成
22年
7月
29日 

 ※ 環境が大きく変
化しており、児
童相談所は早急
に家庭訪問を行
うべきである。 

 

 瑞穂区役所 実務
者会議 
6月 22日に実母・
本児・弟での転居
届があり、新居で
の生活を確認の
上、生活保護の受
給開始した旨報
告。 
主任児童委員に見
守り依頼。 
 
※ 主任児童委員

への見守り依
頼では当事者
の困り事、心配
事について聞
く工夫をすべ
きであった。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

    ※ 転居の事実を
児童相談所に
早期に伝える
べ き で あ っ
た。 

 

平成
22年
8月
12日 

 ※ 家族調査をして
いれば、警察情
報（ＤＶ）につ
いては簡単に入
手できたはずで
ある。 

  瑞穂署は本児
に対する虐待
は認識してい
ない。交際男性
と母の DV ケー
スとして把握
している。 
母が交際男性
に殴られ怪我
をしたが、2日
に亘って被害
届を出すよう
に母を説得し
たが被害届を
出さなかった。 

平成
22年
8月
27日 

 ※ この家庭の家族
病理について積
極的な情報収集
を行うべきであ
る。 

 瑞穂区役所 実務
者会議。 
主任児童委員から
連絡。本児・弟は
祖母宅にいること
が多いとのこと。 

 

平 成
22 年
9 月
21日 

実母は 8月半
ばに精神的
に不安定に
なり、通院を
開始、服薬し
ており落ち
着いている 
祖母は8月15
日付で定年
退職、失業保
険給付（3 カ
月間） 
実母が落ち
着いている
のは経済的
な安定も大
きな要因。 
 

祖母に連絡。 
実母の様子について
聴取。 
 
祖母宅及び実母宅訪
問 本児・弟・実母・
祖母と面接。 
本児は実母宅で生
活、弟は平日を祖母
宅で過ごし、土日は
実母宅で過ごしてい
るとのこと。母は定
期的に精神科通院し
ており落ち着いてい
る。 
 
※ 実母へのアプロ

ーチが不十分。 

   

平成
22年
9月
22日 

  B小学校 
児童相談所から連
絡。 
弟の様子につい
て、報告。児童相
談所からは、家庭
訪問した旨の報
告。 

  

平成
22年
9月
28日 

 C中学校に連絡。 
（22 日は担任不在
のため再度聴取。） 

C中学校 
児童相談所から連
絡。本児の様子につ
いて報告。 

  

平成
22年
9月
29日 

 瑞穂区役所に連絡。 
生活保護担当者に世
帯の見守りを依頼。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成 
22年 
9月 
30日 

 虐待終結会議。 
生活状況が安定し本
児の登校状況も問題
なし。経済的に安定
したことと、定期的
に通院するようにな
ったことで、母の精
神状態は安定してい
る。そのことによっ
て祖母の関係も良好
に経過している。今
後も安定した生活が
見込まれる。関係機
関に見守りを依頼
し、継続指導を終了。 
 
※ 食事や環境の清

潔などの生活状
況に焦点が置か
れ、この家族が
抱えている問題
や実母の精神症
状が見逃されて
しまった。実母
のネグレクトが
主たる問題であ
りながら、実母
へのアプロ―チ
が不十分。実母
の精神症状が適
切に把握できな
かったことは、
この時期の児童
相談所の最大の
反省点と考える 
本児は成長す
るにつれて、自
分の生活の心配
より、実母の心
配をするように
なっている。そ
して、実母の交
際相手が家庭に
入り込み、家族
を支配するよう
になっていった
と思われる。 

 
※ 家庭環境に変化

があった時期で
あり、相談を終
結すべきではな
い。 

 
※ 生活状況に焦点

が置かれ、家族
が抱えている問
題を見落として
いる。 

 
※ 見かけの生活の

安定をかろうじ 

 瑞穂区役所 実務
者会議。 
児童相談所の継続
指導終了に伴い、
実務者会議での取
り扱いも終了。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  

  て維持している
前提が崩れたら
すべてが崩壊し
てしまうことに
対する危機感が
全くない。 

 
※ 実務者会議でし

ばらく経過を観
察 すると いう
が、警察が入っ
ていない実務者
会議では機能し
ていない。 

 
※ 見守りの期間の、

本児らを支える
キーパーソンが
誰か不明で、子
どもたち自身に
関する具体的情
報は薄い。 

   

 

②－２ 第２期の相談における課題（ネグレクト） 

＜一時保護に対する認識を深める、状況分析力・情報収集力・アセスメント力の向上、Ｄ

Ｖに対する知識と洞察力を深める、関係機関との連携とｺーﾃﾞｲﾈｰﾄ力の向上＞ 

新学期早々の平成２１年４月１５日、弟が担任に「昨晩は誰も帰らず、朝ご飯は食べずに

学校に来た」と話す。祖母、伯母に学校に来てもらい話を聞くと、祖母は曾祖母の介護と

仕事で疲れ、曾祖母をショートステイに預けて帰宅せず体を休めていた。祖母、伯母が一

生懸命に子どもたちの世話をしているのに、実母は文句を言う、意見をすれば暴力をふる

う状態で、祖母は一時保護を学校から通報してほしいと訴えた。１７日にＢ小学校から児

童相談所へ通報する。通報を受けた児童相談所は、祖母から電話で、「子どもたちの頭はぼ

さぼさ、お風呂に入っていない」「本当に疲れてしまったので、子どもたちを預かってほし

い」とのＳＯＳを聞き取る。夕方 家庭訪問をして家庭の実情を把握したものの、「本当に

辛くて見られるような状態でなければ、放っておかずに必ず当所に電話してくるよう」に

話し、リーフレットを渡して帰る。児童相談所はネグレクト状態である子どもに接してい

るのに子どもを守るという危機意識に欠けた行動でしかなかった。実母と連絡が取れない

状態であっても子ども達の安全を考え緊急に一時保護をすべきであった。 

６月１１日に児童相談所は、祖母、伯母との面接から母親についての成育歴や家族歴を

聞き取っている。本来児童相談所としては、関係機関から情報を積極的に収集し、母親の

養育能力や問題点を把握して適切な援助方針を出すべきであったが、情報の分析、アセス

メントができていなかった。他職種と連携して複眼的にこの家庭病理を読むことができな

かったのも問題である。夏休みに入ってからも子ども達だけで生活しており、朝食と昼食

は寝ていて食べず、夕食は母親が持ってくる弁当を食べている様子。家の中はぐちゃぐち

ゃで生活できるような状態ではない。本児らの一時保護について祖母からの訴えがあった。 
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８月１１日に家庭訪問をすると、祖母から聞いた通りの環境であった。実母が１日に１

回来て弁当か１０００円を置いて行き、祖母が来ない日は１日１食しか食べられていない。

ガスも止められたので、入浴もできない状態であった。児童相談所は子ども達に一時保護

入所の確認をすると、同意をしたので保護開始となった（８月１２日）。もし子ども達が入

所同意をしなかった場合は、どうするつもりであったのであろうか。子どもの最善の利益

を考え児童相談所が主体的に一時保護をしていくべきであろう。このことは 児童福祉司

の専門性、ケースを見立てる力量と大きくかかわる。 

翌日から再三、実母が子ども達を引き取りたいと児童相談所に申し込んでくる。８月１

９日、子ども達は毎日３回の食事がとれること、入浴ができること、清潔な部屋で生活で

きることで施設入所を希望した。児童相談所は家庭復帰の条件としては、「室内がきれいに

掃除ができたと確認がとれた時」としている。児童相談所は、①保護者が虐待の事実と真

摯に向き合うために母親に一時保護の説明をして理解させることをさせていない。またネ

グレクトを改善するための指導もされていない。②家庭復帰が子どもにとって望ましい状

態であるかといった検討がされていない。③今まで支援してきた祖母や伯母に連絡をして

いない。④復帰後の家庭支援方針が曖昧であった、⑤実母の交際男性が出てきたのに情報

収集がされていない、など疑問の残るものであった。しかし、児童相談所は８月２４日に

一時保護解除した。 

 ２学期に入ったものの実母は家を出て、警察に保護され病院に搬送、入院となった。祖

母が保護者となり、子ども達は毎日登校を続けていた。そうした状況を見て、児童相談所

は、「経過がよさそうなので、この件はいったん締めくくる」と２学期末に学校に報告して

いる。まさに「木を見て森を見ず」の判断である。年が明けて平成２２年２月、母親が逮

捕勾留され、交際男性も勾留中となった３学期を子ども達は過ごし、４月７日、本児は祖

母に付き添われＣ中学校に入学する。その後実母は不起訴処分となり、区役所に生活保護

申請をして承認され、７月末から実母、本児、弟の３人での生活を始める。主任児童委員

から子ども達は祖母宅にいることが多いという情報が区役所に入っていた。警察では実母

が交際男性に殴られたことで被害届を出すように指導をしていたのは、ＤＶを予測してい

たのであろう。その約１か月後の９月２１日、児童相談所が家庭訪問をすると、本児は実

母宅で、弟は平日は祖母宅で、土・日は実母と過ごしていることが解った。 

このように家庭環境が大きく変化しているので、関係機関のばらばらの情報を集約し、

有効な連携を取っていくためにも実務者会議やケース検討会が開かれてしかるべきであっ

た。歪んだ家族関係や交際男性がなぜこの家庭に入り込んでいるのか、家族病理や、ＤＶ

の事実、ネグレクトについて把握できたはずである。しかし児童相談所は子ども達の登校

状況に問題がないとして、９月３０日に継続指導終了となった。 

 この回では一時保護のありかた、一時保護中での対応、解除後の援助の仕方など多くの

課題を残した。また関係機関からの情報収集の在り方と連携のとり方、それぞれの関係機

関の果たす役割が各機関内で共有できていなかった。そして 本ケースをコーディネート
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していく役割が児童相談所にあるという認識がなく、それぞれの機関も主体的に子どもを

守るための動きが想定できていなかった。虐待ケースは児童相談所内でも、地域でもチー

ムを組んで対応すべきであった。 
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③ －１ 第３期の相談経過 

年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成 
23年 
1月 
25日 

    児童相談所が
関わっていた
家族との認識
は、生安と地
域の間では情
報は共有して
いたが刑事に
関 し て は 不
明。 
祖母に睡眠剤
の服用を止め
られたので激
昂し警察に保
護され入院。
薬物依存の後
遺症の疑いあ
りとの診断 

平成 
23年 
1月 
26日 

実母、Ｈ病院
を受診。精神
科薬の過量摂
取によりこん
睡 状 態 だ っ
た。Ｈ病院に
ベッドの空き
がなかったた
め、Ｉ病院に
入院。 

   
 

 

平成 
23年 
1月 
28日 

 実母の交際男性か
ら連絡。 
1 月 25 日に実母が
大量服薬し 1 月 26
日入院。本児・弟は
祖母宅へ預けられ
たが、現在は交際男
性の家に来ている
とのこと。 
 
※ 実母の交際男

性についての
情報を収集す
べきである。 

 
※ H22.9.30 で 2

回目相談の終
結時点の理由
は、祖母が本児
らの養育を支
援し、母が通院
することで生
活状況が安定
したことであ
った。約 4カ月
後の時点で、本
児らと祖母の
関係が大きく
変化している
状況に疑問を
持って、調査す
べきである。 

 
※ 交際男性の言

葉に疑いを持 

 区実務者会議 
3 回目の相談の時
期は、母の入院に
より一時保護を
行った時期であ
り実務者会議で
は取り合ってい
ない。児童相談所
より、区保護係へ
一時保護（開始、
解除、家賃の支払
い）に関する連絡
があった。 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  たなかったの
はなぜか。 

 
※ 祖母からも事

情を聴取すべ
きである。 

   

平成 23
年 1月
30日 

 本児・弟・実母の交
際男性・実母の父方
伯父来所 面接実
施。 
本児・弟は祖母宅へ
戻ることを拒否。 
一時保護開始。 

   

平成 23
年 1月
31日 

 緊急受理会議。 
実母の入院により
相談開始。同時に一
時保護を実施。 
1月 25日に、実母が
精神的に不安定に
なり、内服薬を管理
している祖母宅へ
行き、睡眠剤が欲し
くて母が暴れたた
め、警察を呼んだ。 
その後、祖母に睡眠
剤の服用を止めら
れたので激昂し警
察に保護され入院。 
薬物依存の後遺症
の疑いありとの診
断。 
 
本児・弟と面接。 
祖母が実母のこと
を悪く言うのは止
めてほしい、その気
持ちを分かってく
れない。祖母は、都
合のよい時はそば
に置こうとするの
に、意見もきかず
「施設に入れる」と
言われたので不信
感を持った、祖母が
嫌いになって来て
いる（実母と交際男
性が反対してくれ
た）。本児らは祖母
との折り合いが悪
く、一緒に生活をし
たくない、祖母との
面会も希望しない。 
 

B小学校に連絡。 
本児・弟を一時保護
した旨報告。今後に
ついては、本児・弟
の意向も尊重しな
がら検討していく
ことを説明。 
 
瑞穂区役所に連絡。 

B小学校 
児童相談所から一
時保護の状況の報
告があった。母が
入院したとのこ
と。母の家で交際
男性の 3 人の暮ら
しになってしま
う。本児・弟が祖
母と居たくないと
いう。交際男性が
困って児童相談所
に預けにいったと
のこと。 
学校から、この後
の方針を確認。児
童相談所は、「祖母
が母を本児・弟の
前で罵倒し、それ
を聞くのが耐えら
れないということ
で、本児・弟が祖
母を嫌っていて、
祖母との連絡もし
たくないと言って
いる。本児にその
気持ちが強い」な
どと説明した。勉
強については、落
ち着いてやってい
るとのこと。祖母
から問い合わせが
あったら、学校は
不知と言ってくれ
と言われた。 
 

C中学校 
児童相談所から連
絡。一時保護に至っ
た経緯と本児・弟の
意向を報告 
 
C中学校 
交際男性の元へ返
すのであれば、施設
へ入所させた方が
いいのではないか、
多少厳しくとも祖
母宅での生活が望 

瑞穂区役所 
祖母が保護係に、
本児・弟の保護費
を受け取る話を
しているとの連
絡あり、一時保護
中という事で祖
母には保護費を
渡さないように
する。 
 
本児・弟は祖母宅
に行くことを拒
んでいることを
伝えると、本児・
弟が自宅に帰る
のであれば保護
費を本児・弟に小
分けにして渡す
ことも、公共料金
の支払いに付き
添う事も可能と
のこと。 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  上記内容を説明。実
母の交際男性に連
絡。 
来所に至った経緯
を確認。 

祖母に連絡。 
本児・弟を一時保護
した旨報告。 

C中学校に連絡 
上記内容を報告。 

C中学校訪問。 
一時保護に至った
経緯と本児・弟の意
向を報告。一時保護
解除後の方針につ
いて意見交換。 
 
※ 実母の交際男性

を内縁として扱
うことに疑問が
ある。 

 
※ 生活保護の母子

家庭に内縁とし
て入りこむとい
う不自然な状況
から、交際男性
の危険性を推知
すべき。 

 
※ 祖母・伯母から

十分な聞き取り
をして、状況を
多面的に理解す
るようにすべ
き。 

 
※ 祖母を重要なキ

ーパーソンとす
べきである。 

ましいとして、児童
相談所が交際男性
のもとに帰すとい
うので、学校は大反
対した。しかし、児
童相談所の判断が
「交際男性に帰す」
というのであれば、
児童相談所の判断
を尊重し、C中学も
交際男性も会うこ
とにもなっていた。
しかし、実母が退院
したので、「実母に
帰す」ことになり、
交際男性との面談
はなくなった。 
 
※ 交際男性に対す

る児童相談所
の認識、評価と
祖母や学校の
認識、評価が大
きく異なって
いたのであれ
ば、児童相談所
の認識を再点
検する姿勢を
もつべきであ
る。 

  

平成 23
年 2月 
1日 

 伯母から連絡。 
本児・弟との面会を
希望。本児・弟に確
認したところ、面会
しないとの回答で
あり、その旨を伝え
た。 

   

平成 23
年 2月 
2日 

 実母の入院先病院
に連絡。 
本児・弟が一時保護
中であることを報
告。 
 
※ 実母から入院経

過などにつき聞
き取り調査をす
べきである。 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成 23
年 2月 
3日 

 実母の入院先の病
院から連絡。 
実母が 2月 4日に転
院となるとのこと。 

   

平成 
23年 2
月 
4日 

Ｈ 病 院 に 転
院。 

実母の交際男性・実
母の父方伯父来所。 
本児・弟と面会。 
 
※ 児童相談所のこ

の対応により、
児童相談所は交
際男性から守っ
てくれないとの
印象を本児らに
与えた可能性は
高い。 

   

平成 23
年 2月 
8日 

 本児・弟と面接。 
祖母宅に帰宅する
ことの意思確認を
したが、拒否。祖母
にその理由を伝え
る必要があると説
明すると、当初は渋
ったが祖母と面会
することに同意。 

   

平成 23
年 2月
10日 

 実母の交際男性来
所 面接実施。 
生活状況の聴取と
世帯への関わりを
確認。 
本児らは祖母宅へ
行くことを拒否し
て、交際男性の引き
取りを望んでおり、
交際男性も本児ら
の引き取りを望ん
でいるのでできる
だけ本児らの意向
を尊重したいと考
えているが、①実母
の意思確認、②関係
機関との調整をす
る必要があること
を説明した。 
 
※ 実母の交際男性

の社会調査とし
て氏名、住所、
職業、収入のみ
の調査で終わ
り、交際男性の
経歴の調査を行
っていない段階
で養育者として
扱うべきではな
い。特に、この
男性はこの時点
で覚せい剤取締
法違反で執行猶
予中である。 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成 23
年 2月
18日 

 本児・弟が実母の交
際男性と外泊（2 月
20日まで）。 
 
※ 事前に外泊先の

状況を確認すべ
きであり、事後
に、外泊の状況
を聴取すべきで
ある。 

B小学校 
児童相談所に本
児・弟の様子につ
いて問い合わせ。
落ち着いて生活し
ている。祖母と母
の関係に難があ
る。本児が特に祖
母を嫌っている。
交際男性が何回か
児童相談所へ面会
に言っていて、本
児・弟は喜んでい
た。児童相談所の
中の意見だけど、
交際男性のもとに
返すことはなかな
かできないだろ
う。交際男性は、
本児・弟に、勉強
して高校に言って
欲しいと言ってい
る。本児・弟に祖
母と一緒に暮らす
よう説得したいと
児童相談所は話し
ているとのこと。 

  

平成 23
年 2月
21日 

実母の病状に
つき主治医か
ら聴取。主治
医は薬物依存
の後遺症など
と診断してい
る。幻覚・妄
想は消失して
おり、電話通
信制限解除。
急性症状は出
て い な い の
で、3 ヶ月以
内には退院の
予定。 
 

実母の入院先の病
院を訪問。本児・弟
の一時保護を伝え
た。母は本児・弟の
居場所が分かって
安心した、本児・弟
が望んでいるので
あれば、交際男性が
引き取るようにし
てほしいとのこと。 
 
病院内で祖母・伯母
と面接。本児が祖母
との面会を嫌がっ
ている理由を説明。
本児が祖母との面
会を拒否している
理由を説明したと
ころ、祖母は母や交
際男性のこれまで
の悪い行動を羅列。 
 
祖母・伯母来所 
病院内での面接の
続きを行う。祖母
は、自身の正当性を
主張。 
 
本児・弟と祖母・伯
母が面会。 
本児・弟は実母の入
院先を知りたがっ
たが、祖母は拒否。
2 月 23 日に伯母と
の外出を約束。 
 

  ※ 実母の薬
物使用歴
の問い合
わせが警
察にあっ
ても回答
できない
が、警察
が実務者
会議など
に参加し
ていれば
適切な対
応が取れ
たと考え
られる。 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  ※ 祖母・伯母から
十分に事情を
聴くことなく、
交際相手や本
児らの言動の
みにより、従前
養育の要であ
った祖母・伯母
を児童相談所
自身が阻害し
たり距離を置
く方針をとっ
たりすること
は問題である。
従前の母の養
育能力の著し
い不足につい
て、認識を改め
るべき事情は
何も確認され
ていないうえ
に、交際男性の
粗暴性や社会
性のなさが推
知されるべき
状況と認識し、
むしろ祖母・伯
母と連携すべ
きである。 

   

平成 23
年 2月
22日 

 実母の交際男性か
ら連絡。 
実母からの電話で
入院先を知り、実母
と面会してきたと
のこと。 

弁護士による法律
相談。 
児童相談所が実母
の入院先を本児・弟
に伝えること、実母
の 交 際 男 性 が 本
児・弟を引き取るこ
とについて相談。 
児童福祉司が母の
入院先を本児・弟に
伝えることには問
題はない。 
交際男性が本児・弟
を引き取ることに
法律的な問題はな
い。 
 
※ 実際には弁護

士には詳細な事
情を伝えること
なく一般論とし
て質問してい
る。この弁護士
の回答が祖母・
伯母の以後の行
動を縛ることに
なることを考え 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  ると、極めて不
適切な対応で
あった。 
 

※ 弁護士に相談
する際、僅かな
情報しか伝え
ておらず、その
結果、弁護士は
本ケースの本
質的問題を理
解できないま
ま、児童相談所
の不適切な方
針にお墨付き
を与える形に
なってしまっ
た。弁護士への
相談を、このよ
うに都合よく
利用するのは
問題である。 

   

平成 23
年 2月
23日 

 伯母来所。 
本児・弟が伯母と外
出。ボーリングと昼
食に行く。 

   

平成 23
年 2月
25日 

 実母の交際男性来
所。 
本児・弟が実母の交
際男性と外泊（2 月
27日まで）。 
外泊中に実母と面
会。 
 
※ 実母の交際男性

の社会調査とし
て氏名、住所、
職業、収入のみ
の聴き取り調査
で終わり、交際
男性の経歴の調
査を行っていな
い段階で養育者
として扱うべき
ではない。特に、
この男性はこの
時点で覚せい剤
取締法違反で執
行猶予中であ
る。 

 
※ 交際相手のも

とに外泊させ
ること自体が
問題。児童相談
所が、本児らを
交際相手に引
き渡した事実
は、本児らに、
児童相談所は
交際相手から
自分たちを守
ってはくれな 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  いという印象
を与えた可能
性は高い。 

   

平成 23
年 
3月 
2日 

 祖母から連絡。 
実母から本児・弟の
養育についての委
任状を受け取った
とのこと。 

祖母宅訪問。 
委任状を確認。本
児・弟が祖母との生
活を望まないので
あれば、施設入所に
して欲しいとのこ
と。 

弁護士による法律
相談。 
委任状の効力につ
いて相談。 
 
※ 祖母から、祖母

が感じている危
機感を、じっく
り事情を聴きと
るべき。 

 
※ 実母の交際男

性の社会調査
として氏名、住
所、職業、収入
のみの聴き取
り調査で終わ
り、交際男性の
経歴の調査を
行っていない
段階で養育者
として扱うべ
きではない。特
に、この男性は
この時点で覚
せい剤取締法
違反で執行猶
予中である。 

   

平成 23
年 
3月 
3日 

 実母の入院先病院
を訪問。 
実母から委任状に
ついて聴取。母は納
得して書いたと申
し立てだが、その後
交際男性と相談し
た上で、同日中に電
話で委任状を破棄
したいと申し立て
た。 
 
※ ＤＶの可能性も

含めて、実母か
ら交際相手との
関係を聴取する
よう試みるべ
き。 
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年月日 
世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

   
※ 委任状のこと

について、児童
相談所から交
際相手に情報
を漏らすのは
問題あり。 

   

平成 23
年 3月 
4日 

Ｈ病院退院。 
その後、週 1
回から月 1 回
の 受 診 。 本
児・弟は母が
引取り。 
一 時 保 護 解
除。母・本児・
弟・交際男性
が同居。 

実母の入院先病院
を訪問。母から委任
状について聴取。母
は納得して書いた
と申し立てだが、そ
の後交際男性と相
談した上で、同日中
に電話で委任状を
破棄したいと申し
立てた。 
実母・祖母・主治医
らとケースカンフ
ァレンス実施。 
 
委任状は実母が撤
回し、祖母から実母
が回収。 
 
実母の退院に伴い、
一時保護解除。相談
終結。 
 
※ 一時保護の解除

に家族支援の方
針がない。 

 
※ 実母が退院して

も、養育を期待
できない状況で
あるのに、退院
後の実母の生活
も確認しないま
ま一時保護解除
すべきでない。 

 
※ 一時保護解除後

の支援体制もで
きていない。 

 
※ 一時保護中に、

本児らから、実
母との生活状
況について、ほ
とんど情報を
得ていない。 

B小学校 
児童相談所から連
絡。 
本児・弟の一時保
護解除について報
告。 
 
C中学校 
児童相談所から連
絡。 
本児・弟の一時保
護解除について報
告。 

  

平成 23
年 3月
31日 

        C中学校 
小中連絡会にて情報
共有。 
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③－２ 第３期の相談における課題（ネグレクト） 

＜一時保護の在り方、保護中の子どもへの関わり方、解除の在り方、保護者への支援の在

り方などの認識を深め、子どもを守る意識の向上、交際男性に対する情報収集と適切なか

かわり方、外部の専門家の活用の仕方＞ 

 平成２３年１月２８日、実母の交際男性から、「実母が大量服薬し入院したので、本児、

弟が祖母宅に預けられたが、嫌がって交際男性宅に来ている」との連絡を児童相談所は受

ける。２回目の相談終結時は、祖母が本児らの養育を支援し実母が通院することで生活が

安定したということで終結となったはずである。しかし本児らと祖母との関係がどうして

大きく変化したのか調査せぬまま、児童相談所は緊急受理会議を開き３１日に一時保護を

開始した。実母の交際男性についての情報収集もされておらず、祖母から事情を聴くとい

うこともしていない。しかも実母の交際男性を養育者として扱うのは疑問であるにもかか

わらず２月１８日と２５日に各２泊３日の交際男性との外泊を２回も許している。この時 

祖母は「自分との生活を望まないのであれば、施設入所にしてほしい」と希望を出してい

た。その後Ｃ中学校も祖母と同意見であった。しかし、児童相談所は「子ども達との面接

から子どもの意見を尊重していく」との方針を学校側に伝える。交際男性に対する児童相

談所の認識・評価と、祖母・学校との認識・評価が大きく異なっていたのであるから、再

点検をすべきであった。 

生活保護の母子家庭に内縁として入り込む不自然な状況から交際男性の危険性を推知す

べきであったし、交際男性の経歴調査もできたはずである。実母の病状について、児童相

談所が主治医から聴取すると薬物による後遺症などとの診断であった。このことからも実

母の養育能力の著しい不足があり、祖母や伯母の援助は必要な状況と捉えるべきである。

児童相談所は弁護士に相談して、交際男性が子ども達を引き取ることは法的には問題ない

と言われたとして祖母の関わりを拒否している。弁護士は本ケースの本質的な問題を理解

しないまま、児童相談所の不適切な方針にお墨付きを与える形になってしまった。児童相

談所は弁護士に僅かな情報しか伝えておらず、都合よく弁護士を利用するのは問題である。

弁護士の回答がその後の祖母、伯母の行動を縛ることになったことを考えると、まったく

不適切な対応であった。３月４日実母の退院が決まると、保護解除後の家族支援について

の方針を立てることなく一時保護を解除している。 

 ３回目の相談では交際男性についての詳しい情報収集、社会調査がなされていれば、祖

母や学校との認識、評価の違いが理解でき、不適切な対応にならなかったのではないかと

思われる。今回も折角一時保護をしたのに、子ども達と専門的に向き合うのではなく目の

前の対応だけに追われ、保護解除時も全く家族支援方針が出ておらず、地域といかに連携

するのかも不明のままであった。一時保護解除の前後には援助方針やケース検討が重要視

されるべきである。 
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④－１ 第４期の相談経過 
年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
23年
4月
26日 

母・本児・
弟・交際男性
が同居。 

※ 一時保護解除後
の支援体制がな
いので、児童相
談所は弟の家で
の事実を知らな
い。 

B小学校 
弟、1 回目の家出。
遠足の帰りに家に帰
らずそのまま友人と
サッカースクールに
一緒に行った。 
 
※ 学校と児童相談

所の連携に問題
がある。 

  

平成
23年
5月 
2日 

        B小学校 
弟、2回目の家出。 
ある友人と遊ぶつも
りでいたが、友人が
こないので自転車で
あてもなく走って帰
り道が分からなくな
った。 

  

平成
23年
5月
13日 

  B小学校 
弟、3回目の家出。 
本児が探して、三洋
堂にいるところを見
つかった。運動会の
練習で帽子を忘れて
怒られたので家に帰
りづらかった。 

  

平成
23年
5月
17日 

  B小学校 

弟、4回目の家出。 
弟がいなくなって、
夜中に熱田の商業施
設で発見された。学
校でも探した。熱田
署が発見。担任が弟
に「何か家に帰れな
い事情があるのか」
と聞いたが、「ない」
との返事。「門限 6
時 30 分と約束をし
ているが、それが過
ぎると叱られるので
帰りづらくなった」
とのこと。 
 
※ 弟が家出に至

る理由の把握
に努めていれ
ば、身体的虐待
の発見ができ
た。なぜ、これ
だけの情報が
活かせなかっ
たのか。 

 
※ 学校は、児童相

談所に家出の
事実を報告す
べきである。 

 商業施設の警
備員からの通
報をうけ、熱田
署が弟を保護。 
連絡受けた母
がすぐに迎え
に来たことか
ら、一般的な迷
子として処理。
本事案は児が
母親とはぐれ
たと申告した
こと、連絡を受
けた実母がす
ぐ児を迎えに
きたことなど
から熱田署は
一般的な迷子
に対する保護
事案として処
理し、瑞穂署に
対して児の保
護について連
絡していない。 

平成
23年
5月
18日 

  C中学校 
弟が家出して保護さ
れたことについてＢ
小からの連絡を受け 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

   たとき、家出した理由
について、「交際男性
が本児を殴るので怖
いから帰りたくない
のではないか」と祖母
が話しているという
情報であった。 
中学校でも、本児に
痣は無いかの観察に
努めた。 
 
※ 学校と児童相談

所の連携に問題
がある。 

  

平成
23年
5月
25日 

  

 

主任児童委員から
弟が夜出歩いて補
導された旨の連絡
あり。 
 
※ この情報が児

童相談所に伝
わっていない。 

 
※ 主任児童委員

から、より詳し
く家庭の情報
がないか聞い
てみるべき。 

 

平成
23年
5月
27日 

  C中学校 
校外学習前の内科検
診があったため、本
児の体に怪我がない
か注意して観察した
が、異常はなかった。 

  

平成
23年
6月 
8日 

本児顔面に
痣及び怪我
有。 

C 中学校から虐待通
告。 

緊急受理会議。 
学校訪問後、家庭訪
問を予定。 

C中学校訪問・協議。 
学校が家庭訪問する
ことを確認。 
 
※ 児童相談所は、学

校に判断や指導
を委ねるべきで
はない。 

 
※ 頭部・顔面への暴

力の場合は、命
に関わる事態を
招く危険性が高
いと判断し、速
やかに一時保護
を す べ き で あ
る。 

 
※ 損傷は定規をあ

てて直ちに撮影
し、専門医の診
断を求めるべき 

C中学校 
児童相談所に虐待
通告。 
本児の左ほほに殴
られたような痕と
目に指を入れられ
たような痕あり。 
本児は、怪我につ
いて、「通行人に殴
られた」と話す。
学校から母に電話
したところ、母は
「自分が殴った」
と話す。本児は、
「母は薬でわけが
分からなくなって
いる。」とあくまで
通行人だと言い張
った。学校は、交
際男性の犯行だと
思い、家庭訪問し
た。 
本児の家に向かう
と、３人がエレベ
ーターの踊り場で
待ち構えていた。
家には入れず、踊
り場での面談とな
る。 

区実務者会議 
実務者会議の取り
扱いケースになっ
ていなかった。
H23.6.24の実務者
会議で、児童相談
所より、中学校よ
り虐待通告があり
相談を再開したこ
とが報告されたの
み。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  である。 
 
※ 本児は、交際相

手からの暴力を
自ら告白できな
い状況であるこ
とから、危険な
状況となってい
る可能性を推知
すべきである。 

交際男性が、「俺が
しつけのために殴
った」と話した。
交際男性の印象
は、外見からみて
も、どこにでもい
る人（背が高い）
入れ墨には気がつ
かなかった。教頭
は交際男性と、担
任は本児や母と話
した。交際男性が
発言しているとき
は、母と本児は黙
ってその発言を聞
いているか、並行
して話していて
も、交際男性の話
は注意して聞いて
いるのが見てとれ
た。 
祖母には連絡して
いない。 
 
学校は、今後も本
児と関係を作って
いきたかったた
め、いきなり児童
相談所と面談させ
て写真を撮った
ら、本児が心閉ざ
すのではと思っ
た。 
 
 
※ 損傷は定規を

あてて直ちに
撮影すべきで
ある。 

 
家庭訪問実施。 
本児・実母・実母
の交際男性と面接
し、実母の交際男
性に対して暴力を
やめるよう指導。 
 
B小学校 
C 中学校とケース会
議。 

  

平成
23年
6月 
9日 

 C中学校から連絡。 
家庭訪問の状況を聴
取。 
 
※ 児童相談所は、実

母の交際男性に
面接すべきであ
る。 

C中学校 
本児からの聞き取り
内容、家庭訪問の内
容を児童相談所へ報
告。 

  

平成
23年
6月
10日 

  B小学校 
児童相談所へ電話。 
同日朝、弟に問題行
動があり、保護者に
連絡したがつながら 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

   ず一旦弟を学校に引
き取った。学校で、
弟に対し当日の行動
を簡単に聞いた。弟
の気持ちとしては、
母が寝ているので朝
煩くできない。本当
は学校にお茶を持っ
ていきたいが、親に
は要望できないとの
ことだった。 
 
母来校 
その後、交際男性が
学校に来た。交際男
性が弟に謝らせた。
母が感情的に怒って
弟を殴ろうとしたの
を交際男性が止め
た。交際男性は、弟
のしつけや、嘘をつ
くということに困っ
ていると話す。 
交際男性の印象：子
どものことを考えて
行動できる人。風体
はよろしくないよう
な感じがする。児童
相談所へ弟について
連絡。 

  

平成
23年
6月
13日 

 ※ 体罰であること
は明確である。
児童相談所が対
応 す べ き で あ
る。 

 
※ 損傷は定規をあ

てて直ちに撮影
し、専門医の診
断を求めるべき
である。 
 

※ 児童相談所が弟
に直接面談して
詳しく事情を聴
くべき。また、
主任児童委員
に、家庭や本児
らの状況につい
て情報提供を受
けるべき。 

B小学校 
弟の背中にアザあ
り。交際男性からか
ら暴力を振るわれた
と話す。 
この日、初めて弟が
本児の迎えを待たず
に祖母のところへ行
った。（それまで、本
児が弟を迎えに来て
いた） 
 
この時点で、6/8 に
本児が痣を作ってい
たという情報を学校
は入手しており、そ
の情報があったた
め、6/8 にＣ中学校
とケース会議をし
た。 
 
※ 損傷は定規を

あてて直ちに
撮影すべきで
ある。 

  

平成
23年
6月
14日 

 C 中学校から虐待通
告。 

緊急受理会議。 
学校訪問後、家庭訪
問を行う。 

C中学校訪問 学校 

C中学校 
本児の右まぶたに内
出血あり。 
本児・実母と面接。
実母が、警察に被害
届を出したいと話し
たが、本児が拒否。 
 

 実母は、交際男
性が虐待して
いるので診断
書を取って警
察に被害届を
出すと言って
いる。瑞穂署に
相談があれば 



 

45 

 

年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  
と協議。児童相談所
が家庭訪問の実施を
確認。 

※ 損傷は定規をあ
てて直ちに撮影
し、専門医の診
断を求めるべき
である。 

※ 頭部・顔面への暴
力の場合は、速
やかに一時保護
を す べ き で あ
る。 

※ 偶然に手が当た
った程度では、
皮下出血はおき
ない。 

 
※ 児童相談所は本

児が何を恐れて
実母の交際男性
をかばうのかを
探り、学校と協
力して児童相談
所が本児を守れ
ることを説明す
るよう努力すべ
きである。 

 
家庭訪問。 
本児・実母・実母の
交際男性と面接。実
母の交際男性に対し
て、いかなる理由が
あろうと暴力は振る
わないように指導。 
 
※ 1週間に 2度も、

子どもに対して
非常に危険な、
生命に関わる顔
面への殴打を加
えるような人間
に説諭で効果が
あ るはず がな
い。児童相談所
の認識が甘すぎ
る。港区役所で
行った検証で得
た教訓が全く生
か されて いな
い。 

 
※ つい先日の学校

からの暴力を振
わないようにと
の指導が、全く
無効であること
が明白となった
のであるから、 

※ 損傷は定規をあ
てて直ちに撮影
すべきである。 

 
B小学校 
児童相談所に連絡。 
6月 13日の弟のアザ
について報告。 
C 中学校と情報交
換。 
 
※ 本児が、実母の交

際相手の暴力が
明らかになって
も、実母の交際
相手をかばうよ
うな発言をして
いるが、これは、
本児が実母の交
際相手を慕って
いる現れではな
く、虐待が深刻
であることの現
れと理解すべき
である。 

 生活安全課と
刑事課が対応
する。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  この時点で直ち
に一時保護すべ
きである。 

 
※ 直ちに警察に告

発すべきであっ
た。 

   

平成
23年
6月
15日 

 C中学校に連絡 
前日の家庭訪問の状
況を報告。 

    

平成
23年
6月
19日 

 主任児童委員から虐
待通告。 
本児が実母、交際男
性から暴力を振るわ
れているという話を
聞いたとのこと。 

  

  

平成
23年
6月
20日 

 緊急受理会議。緊急
受理会議 
特に新しい情報がな
いので、経過を観察
することにした。 
 
※ 主任児童委員か

らの情報を活か
すべきである。 

 
※ 4 月以降弟が家

に帰りたくない
と言ったり、帰
宅が遅いため主
任児童委員らが
地域を探し回っ
たりしたことが
数回あったこと
が新しい情報で
ある。 

 
※ 家庭訪問によっ

て交際男性の生
活状況も把握で
きておらず、指
導が効かないこ
とも判明してい
て、何ら安心材
料がない。児童
相談所は、直接、
主任児童委員か
らもっと詳しい
情報を得るよう
にし、直ちに一
時保護のタイミ
ングを見るよう
方 針 を 練 る べ
き。 

 
※ 身体的虐待が頻

発する場合は直
ちに一時保護す
べきである。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
23年
6月
23日 

  

 

瑞穂区役所 
実務者会議。 
児童相談所から C
中学校より虐待通
告があり相談を再
開したことを報
告。 

 

平成
23年
7月 
5日 

 援助方針会議。 
継続指導開始。 
家庭での生活状況の
把握、保護者への養
育指導、日常的な安
全確認をする方針。 
緊急時の一時保護実
施。 
 
※ 一時保護をすべ

きである。 

  

  

平成
23年
7月 
6日 

 C中学校に連絡。 
本児と 13 日に学校
で面接する旨報告。 

  

  

平成
23年
7月 
11日 

本児左目の
周りに痣有。 

C 中学校から虐待通
告。 

緊急受理会議。 
学校訪問及び家庭訪
問。 

 
C中学校訪問。 
学校と協議。本児及
び実母と面接。アザ
の写真をとる。 
 
家庭訪問 本児・実
母・実母の交際男性
と面接。 
本児が転倒したとい
う場所を確認。 
 
※ 写真を確認する

限り、転倒など
によってできる
痣ではない。  

C中学校訪問。 
家庭訪問の状況を報
告 

本児の携帯電話に連
絡 
いつでも遠慮なく連
絡するよう伝える。 

※ 損傷は定規をあ
てて直ちに撮影
し、専門医の診
断を求めるべき
である。 

※ 頭部・顔面への暴
力の場合は、速
やかに一時保護 

C中学校 
児童相談所に虐待通
告。 
本児の左目の周りに
アザあり。 
実母が来校。 
本児は、実母を支え
ようとしてアザがで
きたと話し、実母は
実母の交際男性が殴
ったと話す。 
 
※ 損傷は定規を

あてて直ちに
撮影すべきで
ある。 

 

 家庭訪問をす
ると交際男性
は全身に刺青、
家も狭く、本児
の態度がびく
びくしている。
本児の左目の
周りには交際
男性による殴
打によるもの
と考えられる
痣があった。 
 
※ 直ちに瑞

穂署に通
報する必
要があっ
た。県警派
遣職員が
気付いた
ＤＶの兆
候が本児
らの対応
に生かさ
れていな
い。派遣警
察官の活
用法に重
大な問題
がある。 



 

48 

 

年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

  を すべき であ
る。  

  

平成
23年
7月
12日 

 実母の交際男性から
連絡。 
本児は実母のことで
頑張っているので、
時々気にかけて欲し
いとのこと。 
 
C中学校に連絡。 
実母の交際男性から
の電話について報
告。 
 

  

  

  ※ 1か月に 4回も虐
待通告があるこ
とを重く捉える
べきである。 

 
※ ※ 頭部・顔面への暴

力の場合は、速や
かに一時保護を
すべきである。 

   

平成
23年
7月
14日 

  B小学校 
児童相談所に連絡。
13 日から弟が祖母
宅にいることを報
告。 

  

平成
23年
7月
15日 

7月 15日 ※ 家庭環境の変化
や兄弟事例への
配慮をしていな
い。 

 
※ 一時保護をすべ

きである。 

C中学校 
家庭訪問。本児・実
母・実母の交際男性
と面接。実母の交際
男性に対して、手を
出してはいけないと
声かけ。夏休みの学
習クラブの参加も呼
びかけた。 

 祖母から瑞穂
署に相談。弟を
預かっている
が母が奪い返
しに来る恐れ
がある。母は薬
物依存の前歴
があり、粗暴性
もある。弟を児
童相談所で一
時保護して欲
しい。 
瑞穂署生活安
全課から児童
相談所に弟の
一時保護を児
童相談所で検
討して欲しい
と電話 
(PM4:30-5:00）
児童記録票に
は記載がない。 
弟に対する母
と本児からの
虐待という話
であった。 

平成
23年
7月
19日 

 実母から聞き取りを
実施。 

B小学校 
児童相談所が弟と面
接。弟から聞いた交
際男性などの家の話
は、「言わないで」と
言って話し出したも
のだった。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
23年
7月
21日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席。教頭が直接本児に
会って、様子を確認。 

  

平成
23年
7月
25日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席教頭が直接本児に
会って、様子を確認。 

  

平成
23年
7月
26日 

  C中学校 
本児学習クラブ欠席。 

  

平成
23年
7月
27日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席。 
様子を確認。 

  

平成
23年
8月 
1日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席。教頭が直接本児
に会って、様子を確
認。 

  

平成
23年
8月 
5日 

   主任児童委員に児
童相談所から伝言 
弟は祖母の所にい
て見守っているか
ら大丈夫であると
伝える。 

 

平成
23年
8月
22日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席。教頭が直接本児
に会って、様子を確
認。 

  

平成
23年
8月
24日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席。教頭が直接本児
に会って、様子を確
認。 

  

平成
23年
8月
25日 

  C中学校 
本児学習クラブに出
席。教頭が直接本児
に会って、様子を確
認。 

  

平成 
23年
8月
31日 

 ※ 実母などと面会
し、主任児童委
員の情報を確認
すべきである。 

 主任児童委員より
情報。「10/1に母が
名東区内の市営住
宅に引っ越す。弟
はここに残る。」
「弟は本児と一緒
の中学には行きた
くない」と言って
いたとのこと。 

 

平成
23年
9月 
5日 

 C中学校に連絡。 
本児の最近の様子を
聴取。 

C中学校 
児童相談所から連
絡。本児は 2 学期に
入ってから、特に問
題なく生活してい
る。 

  

平成
23年
9月 
7日 

 C中学校から連絡。 
 
※ 関係機関に転居

の情報を伝える
べきである。 

C中学校 
児童相談所に連絡。 
本児が 10 月に転出
する。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成
23年
9月
16日 

  D中学校 
C 中学校から打合せ
をしたいとの申し入
れ。 
 

  

平成
23年
9月
22日 

  D中学校 
C 中学校と、本児に
関する引継の打合せ
を実施。 
 

  

平成
23年
9月
30日 

  D中学校 
実母が転校手続きの
ため来校。 

名東区役所 
実母が名東区役所
に転入届を出す。 

 

平成
23年
10月
1日 

  D中学校 
本児 D中学校に転校 

  

平成
23年
10月
3日 

  D中学校 
本児の情報は、職員
会議で全職員に伝
えた。 

  

平成
23年
10月
5日 

   転居後実母の生活
状況を把握する機
会を、月 2 回設け
る。 

 

平成
23年
10月
11日 

 子ども福祉課から虐待
通告。 
祖母の話を聞いた関
係者が子ども福祉課
に相談。 

緊急受理会議 
家庭訪問実施を決定。 

D中学校に連絡。 
本児の最近の様子を聴
取。 
近日中に家庭訪問を
行う旨伝え協力を依
頼。 

実母に連絡 
14 日に家庭訪問する
ことを約束。 

D中学校 
児童相談所から連絡。 

 本児の様子について
報告。 

 

  

平成 
23年 
10月 
14日 

 家庭訪問。本児・実
母。実母の交際男性
と面会 
近況を聴取。本児は、
朝 4 時に起床し、勉
強しているとのこ
と。怪我をするよう
な体罰は受けていな
い。 
実母の交際男性に対
して、体罰を加えな
いように指導。 
 
※ 一時保護をすべ

きである。 

  

 祖母から相談。 
実母から再度
弟を奪い返す
と電話があっ
たと話す。もし
もの時は直ち
に 110 番通報
するよう伝え
た。 
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年月
日 

世帯状況・ 
医療機関 

児童相談所 学校 区役所 警察・検察 

平成 
23年 
10月
22日 

 防災指令センターか
ら連絡 
実母からの通報で本
児を救急搬送した
が、本児は搬送先の
病院で死亡。 

 

  

 

④－２ 第４期の相談における課題（身体的虐待） 

＜児童相談所の主体性と子どもを守る意識・危機意識を高める、関係機関との連携のとり

かた、虐待をする人の言動の乖離や認識のズレを読み取る力を高める＞ 

 ４期目になってからは、ネグレクトではなく身体的虐待に焦点が移る。平成２３年４月

末から５月にかけて弟が４回も家出をしている。一時保護解除後の支援体制がないため、

この事実が速やかにＢ小学校から警察、児童相談所に情報の共有ができていなかった。区

役所も主任児童委員から弟の家出情報を得ていたのに関係機関で情報の共有がなされなか

った。関係者は弟が４回も家出を繰り返す意味や子どもの心理が理解できていなかったの

ではないかと思われる。 

６月８日、本児は左ほほに殴られたような痕と目に指を入れられたような痕があり、Ｃ

中学校から虐待通告が入る。緊急受理会議を開き、児童相談所はＣ中学校を訪問。学校側

が児童相談所の直接介入を望まなかったので、児童相談所は学校に①学校が本人に事実確

認を行う。②実母に対して、暴力を振るわないように指導する。③今後、同様なことがあ

った場合は、学校から児童相談所に連絡すること、を伝えた。学校としては本児の損傷を

定規を当てて撮影すべきであったし、児童相談所も頭部、顔面への暴力の場合は生命にか

かわる事態を招く危険性があると判断して、速やかに一時保護をすべきであり、学校に判

断や指導を委ねるべきではなかった。学校も今回の怪我が生命にかかわる危険性があると

の認識があれば、本児と教師との信頼関係が揺らぐことよりも生命を守る方向に動けたの

ではないか。最悪の場合を想定して子どもを守ることとはどういうことなのか、子どもに

とっての最善利益は何かを考えなくてはいけない。本児は「通行人に殴られた」と話すが、

実母に電話で確認すると、「自分が殴った」と言う。学校側は、交際男性の体罰ではないか

と内心思い家庭訪問をした。自宅には入れず、エレベーター前の踊り場で話すと、交際男

性が、「俺がしつけのために殴った」と話した。学校はしつけのためでも暴力はよくないこ

とを伝え帰る。 

１週間も経ない６月１４日、本児の右瞼が内出血していた。本児は交際男性とじゃれて

いて偶然拳が当たってしまったと答えている。実母は本児が交際男性から虐待を受けてい

ると電話で話す。Ｃ中学校から通告を受けて、児童相談所は家庭訪問をして「いかなる理

由があろうと暴力は振るわないように」との指導で終えている。１週間に２度も顔面に殴

打を加える交際男性に説諭で効果があるはずはない。危機感を持って即座に一時保護を取

るべきであった。また暴力は本児のみでなく、弟の背中にもアザがあり、弟は交際男性か

ら暴力を振るわれたと話している。 
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児童相談所はこれらの情報集約ができておらず、主任児童委員からも本児が交際男性か

ら暴力を振るわれているという通告が６月１９日に入ったにもかかわらず、２０日の緊急

受理会議で「特に新しい情報がないので、経過を観察することにした」としている。主任

児童委員から情報を詳しく聴くことも、家庭訪問をして交際男性の生活状況などを把握す

る努力はなんらなされていない。 

７月１１日に本児は左目の周りにアザをつくって登校する。本児は実母を支えようとし

て倒れた時にぶつけたと話す。実母は交際男性が殴ったと言う。児童相談所は家庭訪問を

して本児から階段で怪我をした状況の説明を聞いて納得している。単に「困ったときは連

絡するように」と話すのみであった。１か月に４回もの虐待通告があり、すべて顔面であ

ることについての危機感がなかった。翌日交際男性から訪問時の非礼について侘びの電話

が入り、そのことを学校に伝えているが、すぐに迎える夏休みについての家庭支援につい

ては何も立てられていなかった。学校側としては夏休み学習クラブに誘い本児を見守った。

２学期に入り、弟が主任児童委員に１０月１日に引っ越すことになったと伝える。弟は「こ

こに残る。本児と一緒の中学校に行きたくない」と言っている。弟の言動からも家庭の状

況が読み取れるし、ステップファミリーが転居するという大きな家族状況の変化に対して

も、関係機関は連携した対応ができていなかった。１０月１日本児はＤ中学校に転校する。

Ｃ中学校や児童相談所からの情報内容からは、１学期に本児に深刻な虐待があったことや

複雑な家庭であることが理解できていなかった。１０月１１日、祖母の話を聴いた関係者

からの情報により子ども福祉課からの通告を受けている。児童相談所は本児の様子を学校

に聴取するも虐待通告があったことをＤ中学校に知らせていない。１４日児童相談所が家

庭訪問すると、本児は朝４時に起床して勉強をしているとのことであった。本児は、交際

男性にはいろいろと叱られることはあるが体罰を受けることはないと話す。一方交際男性

は、「子どものしつけのためには体罰もやむを得ない。怪我をしないように加減している」

と答えている。児童相談所は単に「どのような理由があろうとも体罰を加えないように」

と指導するのみであった。しつけのためには体罰もやむを得ないという人に説諭で踏みと

どまれるであろうか。子どもの安全を考えたらすぐにでも一時保護すべきであった。１０

月２２日本児は４時に起きて勉強していなかったとして交際男性から頭部および胸部を蹴

られる。心肺停止状態で病院に搬送されるが、息を引き取る。 

 ４期目の相談においては、従前のネグレクトではなく身体的虐待に家族状況が変わって

いる。児童相談所はこの期間何度も一時保護をすべき時機を逃している。その理由は、今

まできちんとしたリスクアセスメントが全くできていなかったこと。子どもの視点でケー

スワークがされていなかったこと。危機意識が低かったことである。多くの虐待事例に照

らして本ケースの危険性を予見したり、最悪の事態を想定できなかったのは由々しき問題

である。加えてケース担当者の判断を鵜呑みにして、所内の児童虐待対応システムが全く

機能していなかった。学校においては、養護教諭やスクールカウンセラーが共感的に子ど

もの声に耳を傾け、子どもの本当の気持ちを理解するようにしていくこと、校内で虐待対
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応チームを組むこと、主任児童委員や区役所など地域との連携を重視すること、校内のす

べての教職員が虐待についての認識を深めることなど、さらなる努力をしていく必要があ

る。 
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Ⅳ 事例検証により明らかになった問題点及び課題 

 

 Ⅲの４期にわたる本事案の相談経過の検討により、明らかになった問題点及び課題を以

下の１６のキーワードとしてまとめた。 

「１ 児童相談所の管理体制について」は、キーワード①から⑤である。 

「２ 調査と見立て」は、キーワード⑥、⑦である。 

「３ 連携（コーディネート力の欠如）」は、キーワード⑧から⑩である。 

「４ 支援方法（ケースワーク力の欠如）」は、キーワード⑪から⑬である。 

「５ 一時保護」は、キーワード⑭から⑯である。 

 

 １ 児童相談所の管理体制について 

 

  

（１） 名古屋市中央児童相談所の所長は、医師の診療業務と相談所長を兼務しているた

め所長が診療業務に従事している間は、課長や主幹に所長業務を任せる状態にな

る。また、所長と職員が日頃から相談しやすい体制になっていなかったため、医

療的な相談を除き、所長と職員が十分な話し合いができる状態ではなかった。児

童相談所長の持つ権限は、他の業務を兼務して対応できるようなものではない。

迅速かつ充実した所長業務を考えれば、専属従事者を充てるべきである。 

（２） 所長は児童記録票を大まかに把握するのみであり、緊急受理会議や援助方針会議

に提出される資料に頼る部分が多く、具体的・現実的にケースを把握していなか

った。平成２３年７月５日の援助方針会議に提出された資料には、平成２３年６

月８日及び１４日に本児の顔面及び右瞼に怪我があったことや、６月１３日にも

弟の背中に痣があったこと、実母の交際男性による暴力であることが明確に記載

されているにも関わらず、児童相談所は危機感を抱いていなかった。また、本ケ

ースに関してＤＶについての認識も持っていなかった。 

（３）平成２３年７月１１日にも新たに本児が左目の周りに痣を作って登校している。

原因不明の怪我であればなおさらのこと一時保護等の措置をとって慎重にアセス

メントを行うべきであるにもかかわらず、緊急援助方針会議を開催するなどの組

織的対応がとられていなかった。 

（４）職員管理体制については、主幹に全体の児童虐待ケースを管理させ、児童相談所

は「代決規程」「処務規程」に基づき、所長の命で現場の課長や主幹に対応をさせ

ていたため、所長に児童虐待に対する危機感が伝わりにくくなっていた。実際に

ケース会議で一時保護する方針が決まっていても、その後一時保護しなかった場

合に事後報告がなくても特に問題にされていなかった。 

（５）児童相談所では、厚生労働省による「児童相談所運営指針」や「子ども虐待対応

の手引き」を職員に閲覧できる状況にしてあるだけである。毎年厚生労働省の「社

会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会」がまと

キーワード①：児童相談所長の兼務による組織的対応力の悪化 
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めて発表している「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」（以下、

「報告」という。第１次～第７次）についても児童相談所は職員に周知徹底させ

ていなかった。この点で、元愛知県一宮児童相談センター長の伊藤俊典氏が著し

た「子どもの虐待死を防ぐための『２０の視点』について＝虐待死等の重大事例

から学び、子どもに関わるすべての関係者が留意すべきこと＝」に示されている

ような姿勢からはほど遠く、児童相談所全体として、児童虐待に対する危機感が

著しく鈍麻している。 

 

 

 

本児の児童記録票と弟の児童記録票がほとんど同じ内容である。一方の児童記録票

の記載内容をコピーして張り付けてあるだけであり、それぞれの児童についての詳細

な記録がなされていない。弟の児童記録票には、兄である本児の出来事が「本児」（弟

のこと）として書かれており、兄弟間での明らかな誤記がみられる等ずさんな記録管

理である。 

 

 

 

（１） 度重なる虐待死亡事例を受けて、平成２３年４月から愛知県警が警察官を名古屋

市の児童相談所に派遣している。しかし派遣された警察官には、立ち入り調査・

臨検などの一部だけの職能を期待し、児童虐待についての対応について積極的な

役割を担わせようとしていない。その結果、派遣された警察官が家庭訪問によっ

てボコボコになった冷蔵庫をみてＤＶについての疑念を申告しているにもかか

わらず、ＤＶについての対応を全く検討していない。 

（２） 本件ケースにおいて、早期にＤＶの事実に気づき対応をしていれば、実母の交際

男性に子どもを託するという方針そのものが変わっていたはずである。 

 

 

（１） 児童福祉司一人あたり約７０件の児童虐待等にかかるケースを抱えている。受け

持つ児童虐待ケースが多くなるほど、その対応が緩慢になり、管理が粗雑になる

ことは自明の理である。進捗管理は半年をめどにしているが、一人の児童福祉司

に対応と判断を任せすぎているところが多分にあり、ケースを複眼的な見方でと

らえ直すことができていない。 

（２） 児童心理司も、児童福祉司がケースを見立てるうえで必要な存在であり、児童心

理司の配置が極めて乏しい。児童福祉司と児童心理司の比率割合が５対１という

のは、どうみても児童福祉司への心理的負担が大きくなることは明らかである。

キーワード②：児童記録票の記録方法のずさんさ 

 

キーワード③：児童相談所に派遣された警察官の活用 

 

キーワード④：児童福祉司の担当ケース数の見直しの必要性 
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比率割合としては３対２が望ましい。 

（３） 主査が、児童虐待対応についての経験と専門性が不十分であることが多く、児童

福祉司への指導体制が不十分である。 

 

 

 

（１） 後に連携のところでも述べることになるが、児童相談所は終始受け身であった。

関係機関（学校・区役所・警察など）に対し、主導的な役割で動くことがなか

った。情報も自ら求めようとしないまま、関係機関からの通報を記録に残すだ

けで、ケースの見立てに基づいて、家族状況の今後の変化の想定をしないまま、

場当たり的に対応するだけであった。その意味で、児童相談所の職員に専門性

が乏しいといえる。 

（２） 児童相談所の専門性とは、児童虐待の内容を具体的・現実的に把握する能力で

あるとともに、関係機関に対するコーディネート能力である。 

報告（第１次～第７次）に指摘されているとおり、虐待死亡に至るおそれのあ

る兆候や特徴はある程度まとめられている。ハイリスクケースの特徴として、

本ケースでいえば、弟が母親宅から祖母宅に逃げていることから「きょうだい

事例」として虐待の矛先が弟から兄である本児に向けられる可能性が高まって

いた。さらにＤＶと児童虐待とが密接な関係にあることも周知の事実である。

また体罰肯定論を振りかざす実母の交際男性に対して、本児がなぜ実母の交際

男性に対して、「○ちゃん」と親しみを込めて呼び懐いていくのかという子ども

の心理を吟味検討する必要もあった。さらに、被害児童らとの面接に際しても、

実母・実母の交際相手との同席のもとで行うなど、家庭内の病理を把握しよう

とする姿勢が窺えない。 

（３） 児童相談所は、児童虐待に対して、子どもの安全確認・一時保護（介入）・子ど

もの自立支援・保護者への指導・親子再統合などの家族支援はもちろんのこと、

市町村に対する指導（後方支援）・助言などのコーディネートの役割も担ってい

る。従って、児童相談所には高い専門性が求められることはもちろんのこと、

その業務量も膨大であるが、名古屋市中央児童相談所にはその専門性が乏しい。

名古屋市において重篤な児童虐待事例が発生していることは、児童相談所の専

門性の問題が誘因の一つであるといえる。 

 

２ 調査と見立て 

 

 

情報収集は、児童相談所が的確なアセスメントを行い、適切な援助方針を策定するた

キーワード⑤：児童相談所における児童虐待防止の専門性の乏しさ 

 

キーワード⑥：児童相談所における情報収集力の不足 

 



 

57 

 

めの前提要件である。 

（１） １期目の相談（平成２０年）において、児童相談所は市民からの虐待通報（ネグレ

クト）を受けて、学校から情報聴取を行った。学校からの情報と通報内容には「ず

れ」があったが、この「ずれ」を明確にしないまま支援の方針を決定している。適

切な支援方針を決定するためには、家庭環境を調査するとともに、保護者である実

母や本児を実際に養育している祖母に面会して、学校と近隣住民の情報の「ずれ」

を確認する必要があった。その意味で、児童相談所は積極的に家庭情報を収集する

努力をしていない。 

（２） 本ネグレクトの背景にある問題、本児や家族の生活状況の調査が不十分であったば

かりでなく、本児たちの生活状況が目に浮かぶような、具体的なことがらを聞き取

る姿勢が必要であった。実母の養育状況の実態（子どもの養育で、何ができて、何

ができないのか）、子どもの生活状況の実態（一日の生活の様子、何をどのくらい食

べているか、洗濯、入浴、学校の宿題や持ち物はどうしているか、困った時どう対

処しているか等）、実母がネグレクトしている理由 （職業、経済状況、一日の生活

の流れ、精神的健康状態や理解力の観察、困った時に助けてくれる人の存在やその

人との関係性等）の調査が全くできていない。 

（３） 報告第１次～第７次によれば、情報収集とアセスメントの必要性が繰り返し説かれ

ている（４次５６・５９頁、５次５７頁、６次１８頁）。本ケースでは、１期目の相

談から４期目の相談に至るまで、児童相談所は情報収集への努力が払われていない。

その結果、的確なアセスメントの実施や援助方針が立てられていなかった。情報収

集とアセスメントをするためには、虐待ケースをいつも具体的・現実的に理解・把

握しようと努める姿勢が大切である。児童相談所自体も担当者任せになっており、

対症療法的で事務的な対応しかできていなかった。 

（４） ２期目の相談（平成２１年４月）はかなり深刻なネグレクトケースであった。しかも

このときには実母に交際男性がいることが分かっていた。このときも児童相談所は、

できる限り正確な家族関係を把握すべきであった。報告６次２２頁も「子どもの胎児

期からの生育歴の確認やできる限り正確な家族関係の把握のために、ジェノグラムを

描く必要がある」と指摘している。児童相談所は、この家族の戸籍謄本を取り寄せる

こともしておらず、まして実母の交際男性の素性は調べていない。 

（５）２期目の相談において、ネグレクトのリスクアセスメントを行う際、祖母などの支援

者によって補完されていることを加味した判定が行われていた。しかし、支援者がい

ることは支援方針や計画を立てる際に考慮し、まずは実母の養育状況について判定す

べきではなかったかと考える。本ケースでは、祖母と本児や実母が同居していた時期

があったこと、祖母が本児らの世話をしてきたことや本児らのことを心配しているこ

とから、祖母を母に代わる養育者とみなして、リスクアセスメントが行われてしまっ
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たため、リスクアセスメントの判定が軽くなっていることは否めない（平成２１年６

月）。 

 

 

  

 

（１）虐待死亡事例によるみられる共通の要素として、報告１次７頁では、次のものを挙

げている。①乳幼児に対する虐待、②親の精神疾患（実母の心理的・精神的問題－

育児不安またはうつ状態が約４割の事例に存在する。報告３次４１・５５頁でも指

摘されている）、③養育環境及び養育者の状況（「ひとり親家庭・未婚」に複合家

族で内縁関係にあるなど家庭の生活基盤に問題を抱えており、なんらかの援助が必

要である家庭）、④子どもが泣きやまない。⑤虐待の危険性の高まりを示唆する兆

候、⑥関係機関の援助に対する保護者の拒否。 

本ケースは、例示されているこれらのうち少なくとも②・③・⑤・⑥に関係してい

る。少なくとも体罰肯定の実母の交際男性は、児童相談所の指導を受け入れている

とはいえない。 

 （２）児童相談所は、１期目・２期目・３期目の相談は、いずれもネグレクトとして判定

してきたが、４期目の相談から身体的虐待として認定している。しかし、祖母から

実母の交際男性の暴力性を伝えられていたこと、２期目の相談における一時保護解

除の経緯（実母の交際男性が無理やり子どもを取り戻している）を考えると、実母

の交際男性の体罰容認の姿勢が明らかになる以前に、身体的虐待やＤＶの存在を疑

うべきであった。 

（３）「躾のために叩く」と公言している実母・実母の交際男性に対して、本児たちが慕

っているとの一事だけで本児たちの養育監護を委ねようとしている。児童相談所

には、本児が中学二年生であり、何かあったら緊急時は逃げることができるだろ

うという考えがあった。しかしこの考えは、家族内の人間関係における力学構造

を理解していないものであり、家庭診断力が欠如したものである。 

（４）本児たちを一時保護しても、社会診断、行動診断、医学診断、心理診断などを十

分に行わないまま一時保護解除をしており、ケースの見立てを十分に行っていな

かった。 

 

３ 連携（コーディネート力の欠如） 

 

 

（１）瑞穂区役所は、主任児童委員から虐待通告等の様々な情報を受けているが、児童

キーワード⑧：児童相談所と区役所との連携 

 

キーワード⑦：児童相談所のケースを「見立て」る力の不足 
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相談所への情報提供を迅速に行っていなかった。児童相談所と瑞穂区役所が日頃

から情報交換を行っていれば、児童相談所が市民から虐待通告を受けた際や援助

方針を考える際に、主任児童委員からの情報を統合してケースの見立てをするこ

とができたはずであった。 

（２）瑞穂区役所では、実務者会議のケースとして、児童相談所との情報交換を実施し

ていた時期もあった。しかし必要な情報の確認や、だれが、いつ、どのように対

応するのか、いつまでに結果を報告するのか等、実際に支援をおこなう上で必要

な役割分担が決定されていなかった。瑞穂区役所は本ケースについて、児童相談

所任せにせず、独自に主導的な支援を行うべきであった。瑞穂区役所には児童相

談所が支援を行っているという安心感があり、瑞穂区役所の「見立て」や意見を

児童相談所と話し合うことがなかったため、児童相談所は本世帯が抱える問題の

本質に気付くことなく援助方針を決定した。 

（３）区役所は、「子どもサポート区連絡会」（代表者会議、実務者会議、サポートチー

ム会議の３つの会議を持って構成されている）を組織し、児童福祉法２５条の２

による要保護児童地域対策協議会として、児童虐待防止に積極的に取り組む必要

がある。しかし、「子どもサポート区連絡会」の規程は実効性をもつものに整備さ

れておらず、このことは瑞穂区役所が主導的に動くことができなかった要因の一

つであったと思われる。また、児童相談所も、「子どもサポート区連絡会」組織を

積極的に活用し、地域の関係機関のネットワークによる支援を行おうとする姿勢

が乏しかった。 

（４）瑞穂区役所は、本児・弟の一時保護解除後に主任児童委員に見守りを依頼してい

る。しかし、主任児童委員を含めて関係者を招集し、「サポートチーム会議」を開

くことはしなかった。そのため、世帯の持つ問題点や、どこに着目するべきであ

るかを主任児童委員に伝えることはなかった。その結果、漠然とした見守りにな

り、主任児童委員が収集した情報や、本児・弟の家庭に対して感じている危機感

を実務者会議に反映させることができなかった。また家庭に対する支援方針や支

援状況を共有した上で見守ることもできなかった。 

この点について報告６次２０・２１頁では、関係機関において「見守り」を実施

する場合は、その実施機関・見守り内容について可能な限り具体的に書面化し、

関係機関で共有するべきであると指摘している。 

 

 

本事例は、警察の持つ情報が重要な役割を果たすとともに、警察と連携をして家庭支援

を行い、本児を救う努力をするべきであった。しかし、実務者会議やサポートチーム会議

に警察への参加を求めなかったため、家庭の支援に必要な情報を入手できないまま援助方

針を決定した。また、県警派遣職員が積極的にケースワークに関わることができない状態

キーワード⑨：児童相談所と警察との連携 
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だったため、県警派遣職員が気付いた DV の兆候が援助方針に生かされなかった。その上、

警察との情報共有ができていなかったため、弟の 4 回目の家出に対して迷子として処理す

るなど、一般的な対応となってしまった。 

 

 

 

４期目の相談時期に中学校が本児の顔面等に痣を発見した。学校は児童相談所に通報し

たが、児童相談所が子どもに面接し、直接目視することについては拒否的な姿勢を示した。

その結果、児童相談所が身体的虐待の通報を受けながらケースに関与することができなく

なり、学校が家庭訪問をするなど、学校を中心とした対応となってしまった。さらに頭部

及び顔面に対する虐待は早急に一時保護すべき重要なケースである。定規を使う等痣の大

きさが分かるような写真を撮る他、専門家の診断を仰ぎ、一時保護の権限を持つ児童相談

所が子どもの安全確認や家庭訪問をするべきであった。また、その後も立て続けに本児ら

の虐待通告があるなど危険性が高い世帯であったにも関わらず、学校・児童相談所・区役

所で援助方針や役割分担を明確にするという具体的な話し合いがなく、日頃の迅速な情報

提供及び情報共有ができなかった。 

 

４ 支援方法（ケースワーク力の欠如） 

 

 

最初の一時保護の際に、児童相談所は実母に対して室内が整理されたら子どもを返すと

説明していた。一時保護をした理由は、室内が掃除されているかどうかではなく、実母が

夜間不在であること、成長期の本児らにご飯を十分に食べさせていないこと、本児らの体

が汚れ臭いこと、季節に適さない服装をしていること、ズボンがボロボロであることなど

の不適切な養育状況にある。その背景には実母の養育に対する意識や考え方、精神的に不

安定な生活の状態、収入、養育力の低さなど根本的な養育状況にあり、それらが原因とな

ってネグレクトという虐待になっている。しかし、児童相談所はこの虐待としてのネグレ

クトのとらえ方が不十分であって、この世帯の抱える根本問題を表面的にしかとらえてい

なかった。また実母に対しても、「この事態は虐待である」ということを明確に説明してお

らず、実母自身が本児らがなぜ一時保護になったのかという原因を理解できない状況であ

った。このため、表面的な部分（部屋の整理・片づけ）の解決のみで一時保護の解除を決

定するとともに、これまで本児・弟を養育してきた祖母に対しての援助を求めることもし

なかった。 

世帯が抱える家族状況の問題の本質を掘り下げて捉えるとともに、問題を根本から解決

するために、見通しを立て、時間をかけて実母の生活状況等の改善を目指すケースワーク

の必要があった。 

キーワード⑪：問題の本質の理解 

 

キーワード⑩：児童相談所と学校との連携 
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ネグレクト世帯の支援は、主たる養育者が誰であるのかを位置づけ、主たる養育者に対

する支援が必要である。しかし、児童相談所は主たる養育者を誰にするのか（祖母か、実

母か、実母交際男性か）、主たる養育者に対してどのような支援をしていくのかなどのケー

スワークの基本的な道筋をたてていなかった。そのため、状況に応じて主たる養育者の位

置付けを変えるなどの一貫性のない対症療法的なケースワークをしてしまった。 

また、世帯に対する一貫した援助方針がなかったため、学校等において子どもの安全確

認ができない長期休暇にも、児童相談所や区役所による家庭訪問などをおこなっていなか

った。 

 

 

２期目の相談は、実母の通院や生活状況が安定したことにより終了したが、３期目の相

談時期には、実母の状態が悪化するとともに祖母と本児・弟の関係が悪化しているなど、

家庭環境が大きく変化していた。児童相談所は、その原因を調査することなく、実母の入

院という表面的な部分に着目して支援を決定してしまった。２期目の相談終了をした前提

が崩れているため、児童相談所はこの時点で自らの援助方針の再確認をするべきであった。 

 また児童相談所は、平成２３年９月には世帯の転居（瑞穂区から名東区へ）の情報を学

校から得たが、家庭訪問をして情報の確認をすることをしなかった。世帯の転居は、世帯

に目が届きにくい状況になるため注意をしなければならない重要な契機であり、C 中学校・

D中学校・瑞穂区役所・名東区役所・主任児童委員などの関係機関等による情報提供や情報

交換、今後の援助方針をあらためて関係機関相互間で確認をするべきであった。 

 

５ 一時保護 

 

 

（１）虐待通告を受けた児童相談所は、子どもの安全確認を行うための措置を講じ、必要

に応じて一時保護を行う義務が課せられている。安全の確認や一時保護の遅れによ

り、子どもの生命に危険が及ぶようなことがないよう最善を尽くさねばならない。

なかでも、身体的虐待が疑われる場合は、対応を決定するまでに許される時間が限

られている場合が多く、速やかに情報を集めてリスクアセスメントを行い、一時保

護の要否を判断しなければならない。 

（２）本事例では、平成２３年６月８日に本児が通う中学校が身体的虐待の通告を行って

から、６月１４日、６月１９日と虐待通告が続いた。しかし、平成２３年７月５日

の援助方針会議では、リスクアセスメントの結果がレベル３「一時保護を検討（緊

急一時保護ではない）」であり、「暴力について指導し、今後の援助を受け入れた」

キーワード⑫：一貫性のない援助方針 

 

キーワード⑬：家庭環境の悪化 

 

キーワード⑭：すみやかな一時保護の実施と的確なリスクアセスメント 
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ことを理由に、一時保護は見送られた。残念なことに、その４カ月後に、本児は身

体的虐待によってその命を奪われてしまった。 

この時のリスクアセスメントの問題としては、次のことが考えられる。 

①  顔面・頭部への暴力は、より危険度が高いと判断すべきであること。 

②  ６月８日、１４日と、１週間に２回も暴力を受けている。頻繁に虐待が繰り返

されており、暴力がエスカレートする可能性があったこと。 

③ １カ月間に４回の通告（６月８日、１４日、１９日、７月１１日）があり、本児

に関わる複数の機関が危機感を感じていたこと。 

④ 本児が虐待者をかばう説明をしている。虐待を受けている子どもは真実を語れな

い傾向があり、子どもの傷や言葉以外のサインを察知する必要がある。虐待が強

く推認されるような場合に、子どもが虐待者をかばったり、虐待を否定したりす

る状況は、逆に、虐待が重篤あるいは危険な状況に至っていると捉えることが必

要であったこと。 

⑤ 弟が家出を繰り返すこと、弟だけが祖母宅に移動することを実母の交際男性から

逃げているサインと捉えるべきであった。 

⑥ 実母が実母の交際男性からの DV被害をうけていることを相談している。 

⑦ しつけのための体罰を肯定している実母の交際男性に「指導や説諭」は有効では

なく、度重なる指導を受けても、暴力を繰り返していたこと。 

（３）本ケースにおいては、遅くても７月１１日には、本児・弟を一時保護するべきであ

った。受傷機転不明の怪我や頭部・顔面の怪我は危険性がきわめて高いため、早期

に情報収集を行う必要がある。また情報収集等で虐待の事実が解明されない場合は、

一時保護等の措置をとってリスクアセスメントをする必要がある（報告６次１９頁

でも指摘されている）。 

（４）一時保護にあっては、客観性を担保するためにリスクアセスメント表を用い、会議

等を開催して、一人でなく複数で一時保護の要否を検討するべきであった。また受

傷機転について専門医の診断を求めるなどして客観性を高めるとともに的確な判断

を行う必要がある。 

 

 

 

（１）本事例では、計２回の一時保護が行われた。 

１回目：平成２１年８月１１日～２４日（２期目の相談期間） 

２回目：平成２３年１月３１日～３月４日（３期目の相談期間） 

厚生労働省「子ども虐待対応の手引き」（平成２１年４月改正版）では、一時保護の

第一の目的は子どもの生命の安全を確保することであり、単に生命の危険にとどま

らず、子どものウェルビーイングの視点からも判断されるべきとしている。一時保

キーワード⑮：一時保護期間中の調査・情報収集の徹底 

 



 

63 

 

護を行い、子どもの安全を確保することで、次のことが期待できるとしている。 

①保護者への調査や指導を進めることができ、援助を開始する動機づけにつながる 

②子どもの観察や意見聴取において、より本質的な情報収集を行う 

一時保護は、子どもの安全を確保するだけでなく、この機会に、虐待者である保護

者や家庭に関する調査、児童からの情報収集を行うことが重要である。 

（２）１回目の一時保護では、一時保護をしたことにより、連絡がとれなかった実母と面

談する機会を得ている。実母に、養育責任の自覚を促すことや一時保護の理由とな

る問題点をはっきりと説明し、夜間の不在が続いている理由、実母の経済状態、心

身の健康状態、祖母や本児・弟との関係など、これまで把握できなかった事項を実

母から聞き取る必要があった。 

（３）２回目の一時保護は、１回目の理由や家庭状況に比べ、背景が大きく異なっていた。

１回目の一時保護は養育を支援している祖母の希望によるものであり２回目は実母

の交際男性が本児や弟を連れて来所し、実母の入院を理由に一時保護を依頼してい

る。しかも、本児と弟は、これまで彼らの面倒を見て来た祖母の家に戻ることを拒

んでいた。この家庭状況の大きな変化について、疑問を持ち、詳しい調査・情報収

集を行うことが必要であった。調査・情報収集の内容としては、素性調査、実母の

病状の把握、本児・弟らが祖母を拒否する理由、さらに同行した実母の父方伯父か

らの情報収集などが考えられる。２回目の一時保護は期間が長く、実母の交際男性

は 2 回来所しており、家庭状況の変化に「何か変ではないか」と感じるアンテナが

あれば、情報収集をする時間は十分あったと思われる。 

（４）一時保護での情報収集の成否は、その後のリスクアセスメントの判定に大きな影響

を与え、家族が抱える本質的な問題（この事例では実母の精神状態及び経済的問題

等）に踏み込んだ支援ができるかどうかを左右する。「一時保護の目的は何か。」「こ

の機会に何をするべきか。」を自覚した取り組みが求められる。 

 

 

 

（１）３期目の相談期間中の２回目の一時保護の解除後、実母の交際男性に本児・弟の養

育を任せるという児童相談所の方針に対し、関係機関からは方針の見直しを求める

意見があった。このように関係機関との間に意見に「ずれ」がある場合は、ケース

を多面的に捉えるきっかけとし、児童相談所の方針を点検する姿勢が必要であった。

また、これまで本児・弟の養育を担っていた祖母は、一時保護解除後の家庭支援に

かかる重要なキーパーソンとなるべきであったが、祖母には一時保護の事実を伝え

ないなど、家庭支援のキーパーソン（要）として捉えることができなかった。本児

らから祖母を遠ざけることになった。 

（２）２回目の一時保護においては、実母の交際男性が本児らの一時保護を児童相談所に

キーワード⑯：一時保護解除後の援助方針 
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依頼している。この際、児童相談所は相談主旨を実母の入院期間中の預かりという

表面的な問題として捉えていた。さらに、実母の病理・交際男性の素性等の情報も

収集していなかった。そのため、本児・弟の一時保護の解除後の援助方針について、

虐待のリスクを考慮し、関係機関と連携した支援準備を行えていなかった。結果と

して、弟の複数回にわたる家出の事実を児童相談所は把握できず、身体的虐待につ

ながる重要な情報を早期に得ることができなかった。 

（３）一時保護解除後、または施設退所後に発生した虐待死事例を踏まえて、第４次報告６

８頁・第６次報告１０頁は、一時保護解除の際の要点を次のとおりまとめている。 

①保護者の養育能力についてアセスメントを行うこと。 

②親子の愛着形成のための長期的支援を検討すること。 

③地域ネットワークの対象ケースにすること。 

④措置解除の前に支援体制を整えた上で一時帰宅を実施すること。 

これをふまえると、１回目の一時保護解除の際（平成２１年８月２４日）、実母と実

母の交際男性が一緒に児童相談所を訪れて、本児らを無理やり引き取ろうと実力行使

し、このような強引な行為にもかかわらず、児童相談所はその直後に本児らの一時保

護を解除したが、少なくとも実母の交際男性の素性や家庭状況の変化についての調査

が必要であった。 

なお、入所措置解除とアセスメントについて、報告３次５９頁、４次６２・６８頁、

６次２０・３３頁、７次２９・６２頁において次のように述べられている。 

「保護者が強引に引き取りを求めたとしても、家庭に戻ることが子どもの権利利益の

保障につながると判断できない限り、認めてはいけません。家庭復帰に向けての過程

において、虐待が疑われる状況が発生した場合においては、慎重にアセスメントを行

い、漫然と家庭復帰を目指す方針を継続するのではなく、必要に応じて家庭復帰の延

期、措置停止の中断、一時保護の開始を検討するべきです。」 

一時保護の解除にあたり、前後に援助方針と検討がいかに重要であるか、すべて

の関係機関に再確認を求めたい。 
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Ⅴ 提言 

１ 児童相談所の専門性の向上 

（１） 児童虐待対応の専門性 

児童虐待に対応する際に必要となる「専門性」とは、児童虐待に関する基礎的な

知識や技能の積み重ねをベースに、児童虐待が起きているまたは起こる可能性が高

い状況を的確に評価・判断し（査定・アセスメント）、対応すべき適切な援助方針を

立て、それを確実に実践できる力量のことである。その際、徹底して「子どもの視

点」に立って考え、子どもとの信頼関係を作り、子どもを支える力を持つことは、

専門性には不可欠な重要な要素である。被虐待体験者から、「当時信頼できる人がお

らず、助けを求めることができなかった」と語られることがある。逆に、過去に児

童相談所が子どもとの密接な関係を作ることに努力し、キーパーソン（子どもが信

頼して本心を一番打ち明けやすい人物）との連携のもとで児童虐待から子どもを救

うことができた事例もある。 

今回の事例検証を通して、「子どもを単に保護の客体と考えるのではなく、あくま

で主体として尊重しつつ、子どもとの信頼関係を構築し子どもの視点に立って子ど

もを支えようとする姿勢」がこれまでの名古屋市の児童相談所には欠けていたこと

が明らかになった。名古屋市は喫緊の課題として児童虐待対応の専門性を向上させ

るためにあらゆる方策をとる必要がある。また、上記のような専門性を修得すれば

自ずと自己の持つ専門性の限界が自覚されるはずであり、その際には関連領域の専

門家に対して把握している情報をすべて提示した上で、子どもの安全の確保のため

に必要な助言を得ようとする姿勢が必要不可欠である。 

（２） 専門職としての職員採用の導入 

児童相談所の職員として、児童の福祉に全力を注ぐためには単に業務としての執

務姿勢だけでなく、児童虐待対策についての個人の熱意、意欲が求められる。該当

の家庭、児童、保護者に日常的に接するのはケース担当者であり、その担当者の責

任感、取り組みがケースワークに直接的に影響するのは今回の事例を見ても明らか

である。そこで、これまでに顧みられてこなかった個人の適性、職務への希望を今

後は積極的に導入すべきであり、現時点では市職員の採用時に希望を聴取している

ところだが、より一歩進め、福祉専門職としての採用を行い、適切な人材を適切な

職に配置することが必要である。 

（３） 一時保護の積極的実施 

虐待を受けた子どもの一時保護（児童福祉法第３３条）への取り組みについて、

ケースワークにおける重要な一過程としてとらえ、実施することが肝要である。一

時保護により子どもの安全確保を徹底して図ることがなにより求められることは言

うまでもない。一時保護・親子分離は親子関係、保護者の養育能力、生活環境、子

どもの健康状態、他者による疑いも含む加害行為の有無などから慎重に判断すべき
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ものであるが、子どもの安全の確保に資するものであれば躊躇すべきではない。特

に、頭部・顔面・頸部などの生命に関わる可能性のある外傷が認められた場合は直

ちに一時保護を検討すべきである。また、ネグレクトに関しても子どもの生命に関

わるという危機感を持ち、子どもの安全に対する配慮の欠如もネグレクトと捉える

べきである。 

しかし一時保護の意味は、単に「子どもの安全確保」それだけではなく、「何のた

めに一時保護を行うのか」という方針のもとに、心理的な面も含めた子どもに対す

るアセスメントと援助、保護者に対するアセスメントと指導、関係機関との調整な

どを図ることができることである。子どもや保護者に対するアセスメントや支援、

関係機関との連携などを効果的・効率的にできる期間として一時保護の期間を積極

的に活用しなければならない。この際、特に子どもと関わるときには、丁寧に子ど

もの気持ちを聞き取り、子どもが、「児童相談所が守ってくれる」との信頼感を持て

るよう心がけることが肝要である。一時保護解除を決定する際にも、「やはり大人は

守ってくれない」という不信感を子どもに抱かせることのないよう注意しなければ

ならない。漠然とした「親子の愛があるだろう」という神話を前提として安易に一

時保護解除が決定されれば、一時保護解除後に虐待が再燃した場合に、子どもが大

人に助けを求めようとしなくなる危険性が高くなる。一時保護解除後への影響の大

きさを考えれば、一時保護の解除の仕方は重要であり、慎重に検討されなければな

らない。 

さらに、一時保護を解除するにあたっては、その際に再びアセスメントを行い、

一時保護解除後の具体的な援助方針を立て、関係機関の役割分担を書面において明

確化しておかなければならない。一時保護解除後の援助体制のねらいや仕組みにつ

いて、あらかじめマニュアルなどに定めるとともに、児童福祉司・児童心理司など

の職員が十分に理解し、実践できるようにすることが必要である。また、一時保護

解除により保護者の許に戻される子どもの心情を理解し、一時保護解除後も子ども

を担当する職員が子どもとの信頼関係と関わりを維持することにより、子どもたち

が児童相談所職員を信じられるようにする配慮も必要である。 

（４） 基礎的な知識、技能習得の徹底 

児童虐待対応の専門性確保に最低限必要となる知識や技能についても、名古屋市

の児童相談所職員は十分持ち合わせているとは言えない実態がある。国が策定して

いる「児童相談所運営指針」や「子ども虐待対応の手引き」などは熟読し、精通す

るまでに知識・技能を高めておく必要がある。また、国の死亡事例等の検証結果の

報告や、名古屋市における検証委員会報告などを教材として、ケースワークの場面

を想定した動きを理解しておく必要がある。この検証委員会の報告についても、時

系列に事実経過を記載し、その時々についての検証委員のコメントが付してあるの

で、生きた教材として虐待防止に活用し今後の動きに役立てることを期待したい。 
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こうした基礎的知識・技能の修得には、新たに児童福祉司などの関係職員になっ

たときの研修をこれまで以上に時間をかけて行う必要がある。さらに一定期間経過

後に再度学習を行うなど定期的に何回もの学習機会の積み重ねにより精通するよう

にしなければならない。また、上司や先輩職員等による若手職員に対する児童福祉

業務への取り組み姿勢を向上させる働き掛けも重要である。児童相談所としては職

場内での過去のケースを素材にした勉強会などの自主的な取り組みが行えるように

支援していく必要がある。 

（５） 研修の体系化と充実 

児童虐待対応に関わる職員については、初任者、中堅、職員の詳細にわたる指導

を担当するスーパーバイザー、管理職といった、レベルに合わせて必要となる知識・

技能があり、それを明確化して修得できるプログラムを作成し、実施する必要があ

る。これまでは初任者に対する研修が中心で、中堅職員やスーパーバイザー等の研

修は少ない状況であった。こうした中堅職員らのレベルについても、十分な研修機

会が設けられなければならない。国レベルで行う「子どもの虹情報研修センター」

の研修のほかにも、同センターと連携を図り、そのノウハウを活用した研修につい

ても今後企画していくことを考えるべきである。 

また、今回の検討の中で、スーパーバイザー機能の欠落が明白であり、特にケー

スワークを進めるにあたってのスーパーバイザーとなる児童虐待対策担当の主査に

ついては、常日頃、虐待対応能力を高めておく必要がある。例えば、定例的・連続

的に学習機会を設けるなど、早急に取組む必要がある。 

（６） 外部有識者の活用 

市内部の身内だけで、児童相談所の専門性向上に向けた真の改革は期待できない。

第三者としての視点から、キャプナ弁護団の法的支援を活用する。その際、単に法

律的な見解を聞くだけでなく、ケース情報すべてを提供した上で、ケースワークそ

のものに弁護士を参画させて法的支援を超えた連携を模索することも重要である。 

さらには広く外部講師からの指摘、助言を受け、取り入れていくことも肝要であ

る。平成２４年度より児童虐待対策参与として、他都市での児童相談所長の経験の

ある人材を登用しているが、さらなる児童相談所の専門性を向上させるためには、

児童相談所ＯＢを始めとした外部の人材に定期的に意見を求め、活用していくこと

が必要である。 

 

２ 児童虐待への組織的対応力の強化 

（１） 組織的対応の強化 

児童虐待に対しては、児童相談所が実効性ある組織として機動的に動かなければ

その防止は図れない。名古屋市では、平成２２年度に児童相談所を２か所とし、さ

らに平成２４年度から、中央・西部の各児童相談所に緊急介入班を設置して、危険
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度・緊急度が高く緊急一時保護が必要なケースを中心に初期対応を行う体制を強化

する努力をしている。このような取組みについては一定の評価ができるものの、児

童虐待を防止するには児童相談所としてどんな体制が必要なのかを継続的に検討し、

改善を積み重ね、構築していく必要がある。特に、援助方針会議以降の担当児童福

祉司の判断のフォローアップ体制を形骸化させないことが重要である。 

平成２４年度より、名古屋市児童福祉センター所長と名古屋市中央児童相談所長

の兼務が解消され、児童相談所長が本来の所長業務に専念できる体制が整えられた。

児童相談所長の専任化が形だけで終わることのないよう、児童相談所長自身が実際

のケースを把握したうえで自ら陣頭指揮を執る体制整備が不可欠である。さらに、

担当児童福祉司がケースを抱えて孤立しないよう、児童相談所内で随時他の職員に

相談できる雰囲気を作ることや、困難ケースの場合には複数担当とすることも必要

である。 

また、関係機関とのネットワークによる組織的対応も重要である。児童虐待問題

は、多様で複雑な家族問題を背景としており、種々の専門機関とのネットワークに

よる対応が求められる。その意味では、要保護児童対策地域協議会としての「子ど

もサポート区連絡会」を積極的に活用する体制づくりが必要である。 

（２） 児童心理司の増員 

児童心理司は心理学などを学び、児童の心の動きを敏感に読み取ったり、セラピ

ーにより児童の心理的な落ち着きを援助することで、表面的な行動に隠された本心

を探る力を持っている。また、児童だけでなく保護者と面接し、保護者が虐待に至

る心理・社会的メカニズムを把握する専門性を持っており、ケースワークには必要

不可欠な存在である。児童相談所のケース把握、方針の決定には児童心理司の判断

が必要であり、児童心理司の不足が児童福祉司のケースワークに悪影響を与えてい

る。 

名古屋市児童相談所の人的体制不足は、児童福祉司不足の問題よりもさらに児童

心理司の配置数こそが深刻である。名古屋市の児童心理司配置は全国の政令指定 19

都市と比較して 18位と、著しく遅れている現状がある。現在 2か所の児童相談所を

合わせて児童心理司は総計で 10人であり、児童福祉司 5人：児童心理司 1人の体制

となっている。しかるに当面は児童福祉司 2 人：児童心理司 1 人の配置を緊急の目

標とし、将来的には全国児童相談所長会の要求である児童福祉司３：児童心理司２

を目指して、段階的な増員を行うなど、これまでの貧困な配置状況を解消するため、

抜本的なかつ早急な増員に取り組むことが必要である。 

児童心理司の増員にあたっては即戦力の確保が必要であり、児童の心理について

の知識、技術を持った人材を採用し、配置することも考慮しなければならない。 

（３） 児童福祉司の増員 

児童福祉司が受け持つ担当ケースの増加が児童虐待事案への対応の遅れ、不十分
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な業務管理につながっている。名古屋市は平成 24 年度児童福祉司は総計で 49 人で

あり、人口 4万 6千人あたり 1人（平成 24年度）である。この人数は政令指定都市

比較（平成 23 年度）で第 13 位という劣悪な状況である。他都市では人口 3 万～4

万人に児童福祉司 1 人の配置を行っている都市もあり、この他都市の現況を踏まえ

て段階的かつ早急に児童福祉司の増員を行っていくことが望まれる。名古屋市にお

いて人口 4万人に児童福祉司を 1人とするためには、児童福祉司を 57人とする必要

がある。人口 3万人に児童福祉司 1人とするためには児童福祉司を 76人とする必要

がある。いずれにしても増え続ける虐待対応ケースのケースワークの質的向上を図

るためには、大幅な児童福祉司の増員により一人当たりの児童福祉司の担当ケース

数を減少させることが必要である。 

また、児童福祉司の増員を行うにあたっては、児童心理司と同様に当面の即戦力

の確保策として、児童福祉司としての資格を有するだけでなく、社会福祉事務所や

児童養護施設など経験のある職員を採用、配置することも考慮しなければならない。 

 

 ３ 各関係機関の独自性と連携 

（１） 区役所と児童相談所の連携 

①貧困家庭とＤＶ 

 区役所民生子ども課は社会福祉事務所の中に位置づけられており、家庭の生

活保護の受給、手当の受給についての情報を管理している。児童虐待の原因の

一つに貧困問題が挙げられており、この情報を児童相談所は虐待対応に有効に

生かすことが重要である。さらには児童虐待とＤＶとは密接な関係にあること

からも、家庭福祉相談員の持つＤＶ情報も有効に生かすことが重要である。生

活保護の担当ケースワーカー、手当の担当者、家庭福祉相談員など関係する職

員が相互に連絡を取りあい、家庭の状況を適切に把握することが大切である。

今回のケースでは、主任児童委員から寄せられた重要な情報や危機感が児童相

談所に伝えられていなかったという問題点も明らかになっている。集められた

情報の取り扱い、活用については、関係機関と積極的に協議を行うことが必要

であり、その情報は有意義である。さらに、ケースによっては、区役所職員、

主任児童委員も参加したケース会議を開くことも考えるべきである。 

② 援助方針 

児童相談所に通報や情報提供をした後の社会福祉事務所の対応が、社会福祉

事務所独自の見立て、判断で家庭への援助を行うことがなく経過していたこと

が検証により明らかになっている。社会福祉事務所も相談援助機関の一つであ

ることを強く自覚し、他の実施機関との情報共有とともに、社会福祉事務所独

自での援助方針を立てるなどの取り組みが必要である。 
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③子どもサポート区連絡会の機能 

要保護児童対策地域協議会である「子どもサポート区連絡会」の機能を明確

化して関係職員に徹底するとともに、実効性ある組織として充実させる必要が

ある。とりわけ実務者会議については、社会福祉事務所・保健所・児童相談所

の連携体制を徹底するほか、実務者会議等でケースについて連携をとる場合に

は、誰と誰が、何を、いつ行うか、など具体的な手順や確認事項を必ず定める

よう徹底しなければならない。この場合、児童相談所がコーディネート機能を

十分果たすことが大切である。 

④社会福祉事務所の役割 

児童虐待防止活動における第一義的な相談窓口としての「社会福祉事務所」

の役割を明確化し、児童相談所は積極的に活用する必要がある。社会福祉事務

所は生活保護の実施や様々な手当、制度の窓口であり、保護を受給している者

に対して助言、指導を行うことができる。また、訪問調査を行ったり、健康状

態を確認するために検診を受けることを命ずることもできる。その機能を虐待

防止の目的を加味して有効に活用し、子どもを養育している家庭の生活状況を

把握し、適切な助言、指導を行うことが求められる。 

そのためには、研修の充実などによる社会福祉事務所職員の児童虐待に係る

専門性の向上や、児童虐待に関する意識や対応力を高める必要がある。また、

児童相談所職員を兼務させて区役所に配置するなど、区役所の体制強化を行う

必要もある。 

⑤データベースモデル事業 

中川区において社会福祉事務所、保健所、児童相談所の持っている情報を統

合し、関係機関が要保護児童ケースの情報を共有、確実に進行管理できるよう

にするデータベースモデル事業が現在進行している。今後の関係機関の連携手

段としての有効性が考えられるため事業の運用と検証をすみやかに行い、他の

全区にも運用拡大されることが望ましい。 

（２）警察と児童相談所の連携 

平成２３年４月から愛知県警察本部は警察官を児童相談所に派遣している。その

警察官のノウハウをケースの対応に十分に活用していく必要がある。また、各区に

おける「子どもサポート区連絡会」の代表者会議だけでなく個別ケース検討会にも

警察が参加するなど、個々のケースワークの中でも警察官と連携を行っていくこと

が必要である。 

また、愛知県警は児童虐待やＤＶに関しても精力的に対応を進めているが、名古

屋市と愛知県警察本部少年サポートセンターとのさらなる連携が望まれる。 

（３）学校と児童相談所の連携 

今回の事案において、学校は児童相談所への通報等を行っていた。しかし、学校
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と児童相談所とが共通の認識のもとでの役割分担などが十分にできていなかった。

また、情報の記録化、引継の不十分さも明らかとなった。学校は児童相談所等との

役割分担について、通報にとどまらずさらに詳細に連絡調整し、児童と日々近く接

し、信頼関係を作ることのできる立場にあることを自覚し、子どもの視点に立って

児童の安全確保について意識を持つことが必要である。 

また、名古屋市教育委員会においては今般「学校における児童虐待対応マニュア

ル」の全面改訂を行い、校長・教頭の管理職をはじめ、実際に現場で勤務する教諭・

養護教諭・スクールカウンセラー等に対し研修を実施しているところである。今後、

研修の実施に当たっては、児童相談所と連携し、現場対応に即した研修を行うこと

により、更なる意識の向上が図られることが望まれる。 

（４）地域・民間団体と児童相談所の連携 

児童虐待の大きな要因の一つに「地域からの孤立」が挙げられる。虐待家庭の早

期発見、早期対応には地域・民間団体との連携が必要不可欠である。 

現在、児童虐待の地域での見守りや支援を担っている主任児童委員については、

今後、より一層の活動が期待されるところであり、主任児童委員の役割を重視し、

サポートチーム会議等の会議の参加を積極的に進めていくことが重要である。その

際には主任児童委員が適切な判断、活動が可能となるように、対象家庭の情報はで

きる限り伝えるための制度を構築して、個人情報保護の過大な解釈により情報共有

が阻害されることがないよう努めなければならない。さらに加えて、児童相談所は

ＣＡＰＮＡなどの民間団体の活用を重視し、きめ細かい虐待防止を行うことが重要

である。 

さらに新たな提案として中学校学区単位で学区内の児童虐待に対応する児童虐待

対応員を選任し、地域の関係機関の連携を日常的に行うなど、児童相談所の対応を

補完強化することが期待される。また、名古屋市では地域の虐待予防として、子育

て家庭への声掛け、見守りをはじめとしたボランティアの養成を行っているが、今

後、その有効的な活用も行っていくよう求める。 

（５）医療機関、保健機関などと児童相談所の連携 

医療機関には現在は虐待防止の啓発パンフレットが作成され、配布されている。

虐待家庭の保護者に精神疾患がある場合も児童虐待の特徴の一つでもあることから、

その保護者に関する情報の共有が望ましい。児童相談所は各区の医師会、歯科医師

会と連携して虐待防止の研修を行ったり、積極的に協力を求めていったりすること

が必要である。さらに、子どもの外傷に関しては発生機転を児童福祉専門員である

法医学者に積極的に診断を求め、身体的虐待の客観的把握に努めなければならない。 

 保護者が精神疾患・アルコールや薬物依存などにより生活能力や育児能力が低下

している場合には、保健所の精神保健福祉相談員や精神科医の協力を求めることが

重要である。保護者が精神的に不安定な場合には、家族が巻き込まれ、対応に苦慮
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したり適切な判断力が奪われている場合も多い。精神疾患などを持つ本人への対応

だけでなく、家族が振り回されないような支援も必要である。なお、精神科医療に

関わる複雑または困難な相談や、アルコール・薬物依存、思春期の精神保健等の特

定相談については、精神保健福祉センターなども活用するべきである。 

（６）市役所本庁主管課と児童相談所の連携 

児童相談所の改革や全市的な児童虐待防止の取組みについては、児童相談所の所

長や職員体制、予算などについて権限を有する市役所本庁の責任は重い。さらに、

区によって前述の区役所などは相談援助機関としての自覚や問題家庭に対する援助

方針にばらつきが見られた。今回の事案を受けて市役所本庁は、これまでの児童虐

待防止体制を十分に反省し、再発防止の積極的な動きをしなければならない。具体

的には、児童相談所や区役所の職員体制、専門性向上のための研修の企画、専門職

化を含めた人事任用制度の検討が必要である。 

名古屋市では、平成２４年度から本庁子ども青少年局に児童虐待対策室を設けて、

児童虐待防止に関する企画調整機能を充実させたところであるが、この組織が十分

にその機能を発揮して、市全体として児童虐待防止に取り組む姿勢や具体的な取組

みがなされていくよう、検証委員会としても期待し、見守りつつ点検していきたい。 

 

４ 児童虐待防止に関する総合的な実践研究 

児童虐待防止対策を現実的かつ効果的に推進していくためには、児童虐待の臨床実践

に即した研究に基づいて、さまざまな施策を展開していく必要がある。例えば、児童相

談所で取り扱った虐待事案の統計、虐待行動の予測性、虐待が疑われる家族とその支援

の効果測定など、虐待臨床の実践的研究を大学などの研究機関とともに行い、虐待の予

測性など職員の実際の業務に有効な研究結果の提供を行うような研究機関の設置が望ま

しい。こうした研究機関は、名古屋市としての地域特性を踏まえた児童虐待防止に資す

る研究を行い、児童相談所など実際に対応する機関との連携をとって情報提供するなど

児童虐待対応の実践に生かしていく必要がある。 

 「経験と勘による児童虐待対応」の時代から、エビデンス・ベースに基づく科学的な

根拠を持ったアセスメントと援助の実践になっていくためには、実践研究は欠かすこと

のできない視点である。全国初の研究機関の設立を考えてもらいたい。 
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（提言参考） 

児童福祉司・児童心理司 政令指定都市比較   （平成２３年度 名古屋市調べ） 

都市名 

児童福祉司配置数 児童心理司 
人口(22年

国勢調査 

確定値 

22.10.1 

現在数) 

児童福祉司

配置数 

一人当たり

人口 

順

位 

児童心理司

配置数 
児童福祉司比 

順

位 

名古屋 49 46,202  13  10 20.4% 18  2,263,894  

札幌 34 56,281  17  15 44.1% 9  1,913,545  

仙台 19 55,052  16  14 73.7% 1  1,045,986  

さいたま 27 45,275  9  14 51.9% 6  1,222,434  

千葉 21 45,798  12  6 28.6% 16  961,749  

横浜 81 45,540  11  25 30.9% 14  3,688,773  

川崎 32 44,547  8  13 40.6% 10  1,425,512  

相模原 18 39,864  6  11 61.1% 2  717,544  

新潟 11 73,809  19  5 45.5% 7  811,901  

静岡 18 39,789  5  8 44.4% 8  716,197  

浜松 20 40,043  7  11 55.0% 5  800,866  

京都 44 33,500  1  14 31.8% 13  1,474,015  

大阪 70 38,076  4  11 15.7% 19  2,665,314  

堺 23 36,607  2  9 39.1% 11  841,966  

神戸 34 45,418  10  13 38.2% 12  1,544,200  

岡山 19 37,347  3  11 57.9% 3  709,584  

広島 22 53,357  15  5 22.7% 17  1,173,843  

北九州 17 57,462  18  5 29.4% 15  976,846  

福岡 28 52,277  14  16 57.1% 4  1,463,743  

合計 587 45,005    216 36.8%   26,417,912  

注：名古屋市は２４年度数値 
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Ⅵ おわりに 

 

１ 児童虐待の現状と課題 

  またしても名古屋市内で痛ましい虐待死亡事件が起きてしまった。重大な虐待事件が

起きるたびに児童相談所の対応が問われて続けてきた。一方で、全国の児童相談所にお

ける児童虐待相談の対応件数は、平成２年時に１１０１件であったものが平成２２年に

は５万６３８４件（東日本大震災の影響により、福島県を除いた集計値）とうなぎ登り

の状況である。児童虐待防止法施行直前の平成１１年度に比べて平成２２年度の虐待対

応件数はなんと４・８倍になっている。 

他方、児童虐待死亡事例の統計はどうだろうか。わが国で初めて調査したのは、名古

屋に拠点をおくＮＰＯ法人ＣＡＰＮＡである。平成１０年に「みえなかった死」、平成１

２年に「防げなかった死」をそれぞれ出版して、平成７年から平成１１年までの５年間

に起きた児童虐待死亡事例を調査検証している。心中事件も含めて毎年平均１００名以

上の子どもが虐待で生命を落としていることが明らかになった。 

この事態を重視した厚生労働省も虐待死亡事例の調査に乗り出し、平成１６年から現

在に至るまで毎年「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」と題する報告

書をまとめるようになった（社会保障審議会児童部会「児童虐待等要保護事例の検証に

関する委員会」第１次報告～第７次報告）。しかも１０年前のＣＡＰＮＡの調査結果とほ

ぼ同じ結果が未だに裏付けられている。 

わが国は深刻化する児童虐待に対応するため平成１２年に児童虐待防止法を制定し、

平成１６年・平成１９年と２度にわたる改正をしてきた。しかし、児童虐待防止法が制

定されてから今日までわが国で虐待死亡件数が減少したという事実はない。これはなに

を意味するのだろうか。わが国の法制度や施策が現実の虐待防止には無力であったとい

う証拠になるのだろうか。 

今回の検証手続を重ねながら、検証委員の一人一人は、繰り返される虐待死に心を痛

め、虐待防止の施策や過去の検証結果が現場で生かされていないことに苛立ちを覚えな

がらも、「なんとしても子どもたちの生命を守りたい」といった思いで、かなりの時間

を割いて本死亡事例に真剣に向き合ってきた。 

 

２ 死亡事例検証の方法と課題 

厚生労働省は平成２０年３月に「地方公共団体による児童虐待による死亡事例等の検

証について」と題する通知を出し、平成２３年７月に一部改正を通知している。いうま

でもなく虐待死亡事例の検証目的は、①事実の把握と②死亡した児童の視点に立って子

どもの死亡を防げなかったのはなぜなのかを探求し（発生原因の分析等）、③悲劇を繰

り返さないためにはわれわれはなにをしなければならないかという方策を明確にする

（必要な再発防止策の検討）ことであって、決して個人の責任を問うことではない。 



 

75 

 

しかし、実際に関係機関から情報提供を求めヒアリングや現地調査、公判傍聴などを

実施してみると、関係者は長い時間と労力を注いできたにもかかわらず、最悪の事態を

招いてしまったことからくる、表現しようのない無力感や消耗感に陥っていた。検証の

主旨は、この事例に関わった人々が尽くしてきた今までの努力を否定するものではなく、

あくまで再発防止のための検証である。 

また検証を進めるうちに、死亡した子どもの親族や関係機関への責任問題が追及され、

関係機関相互の自己弁護や責め合いになりかねない事態も想定された。検証手続を深め

るたびに関係機関の連携の源になる信頼関係が損なわれてしまっては本末転倒である。

この点、検証目的を常に自覚・明確にしておく配慮が必要であると実感した。 

 

３ 子どもの安全確保最優先の必要性 

検証手続を通じて、あらためて子どもに安全な未来を保障・提供するのは社会の責任

であることを痛感した。子どもの生命を守ってこそ、親子支援（再統合）が可能になる。

そのためには児童相談所が保護者に対して毅然とした対応がとれるだけの専門的な資質

と体制が強く求められているといえよう。児童相談所や区役所などが、行政の垣根（縦

割り行政も含めて）を取り払って、身近にいる法医学・法歯科医学も含む医師・歯科医

師や弁護士などの多職種の専門家に積極的に相談しようとする姿勢を持ってもらいたい

と願う。 

 

４ 本検証の特徴 

今回の検証は、計１１回の委員会での会議を開いて検証してきた。ヒアリングや公判

傍聴、現地調査を含めれば優にその倍近くになる。多大な時間と労力を検証委員は払っ

てきた。 

会議では、とりわけ専門機関である児童相談所の対応に焦点を当ててきた。言うまで

もなく児童虐待問題は児童相談所一機関だけで対応できる問題ではない。児童虐待は、

格差が広がる社会状況を背景として、多様で複雑な家族問題が要因となっている。それ

ゆえ、児童相談所を中心としながら、様々な公的機関、民間団体、市民が連携協力して、

子どもの安全・安心を保障する重層的なセーフティーネットを構築していく必要がある。 

地方公共団体で公表されている多くの検証報告書に目を通すと、ほぼ「関係機関との

連携・情報共有のあり方」が指摘されている。本検証においても同様な課題が指摘でき

る。しかし、関係機関との連携や情報の共有化を具体的にどのように実現するべきかと

いう各論になると、決して容易ではない。 

そこで本検証では、「児童相談所の専門性」をとくに取り上げて議論した。児童相談所

の専門性とはそもそも何かという根本的な問題も含めて議論し、その結果、最終的には

児童相談所の専門性とは徹底して「子どもの視点」に立つということであると帰結した。

子どもは外見的には大人に見えたとしても、大人との関係では家庭内での真実を語るこ
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とのできない弱い立場にある。反面、子どもは家族の幸せを何よりも願い、自分なりに

判断し発言・行動する能力を持つ主体的存在である。本検証を通して、子どもの立場を

理解し、真実の声（ＳＯＳ）を確実に聴き取ることの大切さと、子どもの願いに寄り添

い実現を支援する社会的仕組みが不足していたことが明らかになった。子どもの権利条

約第３条に掲げられている「子どもの最善の利益」を児童虐待対応の主軸とすることを

忘れてはならない。 

  本検証を単に「検証報告書」だけに終わらせてはならない。このような悲劇を二度と

起こさないためにも、本検証報告書を「生きた教材」としてこれからも活用する必要が

ある。報告書本文の「事例の経緯と関係機関の対応」では、本事例を４つの相談期に分

けて詳細な時系列表を掲げるとともに、時系列表に各委員の意見を盛り込んだ。さらに

各相談期ごとの課題を読み物風にまとめているのは、すべて本検証報告書を関係機関で

の虐待防止の実践に生かせていただきたいという工夫と強い願いからである。 

 

５ 最後に 

子ども虐待防止は、子どもの死亡事例を防げばよいというものではない。子どもの生命

を守ることは、虐待防止の最優先課題であるというにすぎない。生命は守られながらも虐

待で苦しみながら生き抜いている子どもたち（サバイバー）を社会は守り抜いていく必要

がある。一時保護後も、その子らしい成長を支援する施策が用意されていれば、一時保護

された子どもがより安心して虐待環境に戻らない選択ができるはずである。本件でも第１

回目の一時保護の時点から家庭環境の調整に長期間を要すると容易に予測できたはずで

ある。一時保護期間中、子どもたちは施設で生活しても良いとの気持ちを明かしていたく

らいであるから、子どもたちを社会的養護の環境の下で相当の期間をかけて自立支援して

いくことができたはずである。無念の気持ちとともに、亡くなった子どもの生命を無駄に

してはならない思いが再びこみ上げてくる。子どもの虐待は直接の加害者である保護者の

責任にとどまらない。子どもの生命に関わる重大な人権侵害であり、救えなかった責任は

社会にもある。どうか本検証を役立ててほしい。 

最後に、米国の小児科医で虐待対応の礎を作ったヘンリー・ケンプの言葉を肝に命じて

筆を置く。 

 

「虐待であるにもかかわらず判断を誤って保護せずに生命を落とした子どもに謝罪するく

らいなら、虐待ではないのに間違って保護してしまったときに親に謝罪する方がまだま

しである。」 
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〈参考資料〉 

 

名古屋市児童虐待事例検証委員会設置運営に関する規程 

 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、本市の区域内において、児童虐待を受けた児童がその心

身に著しく重大な被害を受けた事例について、児童虐待の防止等に関する法

律（平成１２年法律第８２号）第４条第５項の規定に基づき、事実の把握、

発生原因の分析等を行い、必要な再発防止策を検討するため、「名古屋市児童

虐待事例検証委員会」（以下「検証委員会」という。）の設置及び運営に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

（構成） 

第２条 検証委員会に委員長及び委員を置く。 

２ 委員長は、名古屋市社会福祉審議会条例（平成１２年名古屋市条例第１号）

第５条第１項に基づき設置された児童福祉専門分科会の長とする。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長

の指名する委員が、その職務を代理する。 

４ 委員は、次の者をもって構成する。 

（１）児童福祉専門分科会の委員である者のうちから分科会長が指名する者 

（２）前号の者を除き、児童虐待の防止等に関し必要な知識又は経験を有する

者のうちから市長が指名する者 

５ 前項の委員の任期は、次条第３項の報告の時までとする。 

 

（検証委員会及び結果報告） 

第３条 検証委員会は、委員長が招集し、委員長は検証委員会の議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、検証委員会に関係者の出席を求め、

その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

３ 委員長は、検証委員会が終了したときは、当該検証の結果を市長に報告し

なければならない。 

 

（検証委員会の非公開） 

第４条 検証委員会は、名古屋市情報公開条例（平成１２年名古屋市条例第６

５号）第７条第１号及び第４号の規定に基づき、非公開とする。 
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（守秘義務） 

第５条 委員長及び委員は、正当な理由なく、検証委員会において知り得た秘

密を漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。 

 

 

 

（委員報酬） 

第６条 委員の報酬の額は、名古屋市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関す

る条例（平成１５年名古屋市条例第１４号）別表第２の２４の項に定める社

会福祉審議会委員及び臨時委員の報酬の額に準ずる。 

 

（事務局） 

第７条 検証委員会の事務局を名古屋市子ども青少年局子育て支援部児童虐待

対策室に置き、検証委員会の庶務は、事務局において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この規程に定めるもののほか、検証委員会の運営に関して必要な事項

は、検証委員会において協議して定める。 

 

 

附 則 

この規程は、平成２２年２月１９日から施行する。 

   附 則 

 この規定は、平成２３年１１月２１日から施行する。 

附 則 

 この規定は、平成２４年４月１日から施行する。 
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○名古屋市児童虐待事例検証委員会委員 

氏名 役職等 備考 

蔭山 英順 日本福祉大学 教授 委員長 

岩城 正光 認定ＮＰＯ法人 ＣＡＰＮＡ 副委員長 

白石 淑江 愛知淑徳大学 教授  

杉浦 宇子 弁護士  

服部 はつ代 名古屋市教育委員  

蛭川 洋子 名古屋市民生委員児童委員連盟  

長尾 正崇 広島大学大学院教授  

 

○検証経過 

  第１回     平成２３年１１月２５日   今後の方針の決定 

  第２回     平成２３年１２月 ９日   ヒアリングの実施について確認 

  第３回     平成２３年１２月２７日  児童相談所のヒアリングの結果報告 

  第４回     平成２４年 １月２０日  瑞穂区役所及び小学校のヒアリングの 

結果報告 

  第５回     平成２４年 ２月 １日  中学校、警察、名東区役所のヒアリング

の結果報告 

  第６回     平成２４年 ２月１６日  今後の進め方の決定 

                        関係者ヒアリングの実施決定 

                        検証報告書の提出時期の確認 

                       フォローアップについての確認 

  第７回     平成２４年 ２月２８日  関係者のヒアリング 

                        問題点・課題の整理及び検討 

  第８回     平成２４年 ３月１９日  問題点・課題の整理及び検討 

  第９回       平成２４年 ３月２６日  中間報告書の検討   

 

＜平成２４年 ４月  ６日  中間報告書を市長へ提出＞ 

 

第 10回   平成２４年 ４月２０日  最終報告書の提言の検討 

  第 11回   平成２４年 ４月２７日  最終報告書の検討 

 


